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第３章　コーカン特別自治区における農村社会状況

３－１　調査のフレームワーク

　本章では、対象地域住民の生活状況の現状調査と社会開発ニーズの基礎情報収集を行う。また

対象地域の社会的特性、及び他地域との比較から抽出する行政システム（教育・保健医療分野）

上の特性を分析し、社会開発に向けた提言を抽出する。

３－１－１　調査目的

　調査目的は大きく以下の２つに分けられる。１点目は現場調査により、対象地域の社会的特性

を調査することである。主な視点は①人口構成（民族分布）、②食糧、③就業状況、④保健・医

療、⑤教育、⑥ジェンダー（特に女性の健康と教育）、⑦農村共同体機能の７つである。

　２点目は、当該地域の保健医療、教育分野における関係機関の取り組み状況を確認し、社会開

発協力の促進・阻害要因について調査を行い、今後の方針を提言することである。また２点目に

関連して、対象地域において今後１年間の援助実施が予定されている援助機関の事業について調

査を行い、連携の可能性を検討している。

３－１－２　調査団の構成（農村社会調査関連部分）

　農村社会調査に関与した主要な調査団員は、以下の６名である。また農村社会調査の項目は、

家計調査及び農村インフラの調査項目とも重なる部分が多いため、この６名以外にも、家計調査

及び農村インフラ担当団員の収集データや調査結果も活用している。

３－１－３　調査対象地域・調査日程

　現場調査の調査対象地域は、コーカン特別自治区全域で、シンワン区、シーシャン区、ドンシャ

ン区については、郷レベルでのデータ収集を、ホンシン区については、遠隔地であること、時間
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団　員

農村社会調査団員（本邦）１名

監督・調整団員（本邦）１名
（ソバ評価と兼務）　

調査アシスタント（現地）１名

漢語通訳（本邦）１名
（農村インフラ分野の調査団員と共有）
ミャンマー語通訳（本邦）１名

（他分野団員と共有）
漢語通訳（現地）１名

（農村インフラ分野の調査団員と共有）

役　割
調査計画作成、調査実施、調査結果分析、業務調
整、調査結果まとめ、提言の抽出

業務調整、トレーニング、工程管理、提言の抽出

調査実施、データの取りまとめ、調査結果の分析、
提言の抽出

通訳、調整、現地情報の収集、分析

通訳、調整、現地情報の収集、データ取りまとめ

通訳、調整、現地情報の収集
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的制約により、区レベルでのデータ収集をめざした。現場調査の実施村落リスト、及び調査日程

については添付資料１．及び２．を参照のこと。

３－１－４　調査実施の方法

　調査方法は、文献調査、統計調査、観察及びキーインフォーマント・インタビュー（村落リー

ダー／女性／教員／保健医療従事者／ミャンマー・コーカン政府関係者等）の手法を使った。主

要面談者は添付資料２．を参照のこと。

３－１－５　調査の視点

　調査計画当初に計画した調査実施の視点は、以下の８点であった。

①　民族構成と生業の分業、所得格差と季節変動、家族規模（子どもの数・年齢構成）

②　児童の栄養・健康状態（腕回り測定による定量データ）、村・家庭の衛生状態（観察によ

る定性データ）、食糧貯蔵状況（住民聞き取りによる定量・定性データ）、疾病・妊娠・出産

時の受診状況（女性・保健医療施設での聞き取りによる定量・定性データ）

③　村落リーダーの「ミャンマー語」識字率／就学率、女性「漢語（コーカン語）」識字率／

就学率（住民、教員、女性からの聞き取りによる定量データ）

④　社会基盤インフラの現況：学校数と就学・通学状況（児童数・教員数）、保健医療施設数

（医者・看護師・治療患者数）、保健医療施設までの輸送手段、医療費

⑤　教材、教育カリキュラム・教員派遣制度（漢語、ミャンマー語）

⑥　村落共同体の意思決定・相互扶助制度の有無〔ソバプロジェクト種子配布・集荷記録、世

界食糧計画（WFP）の食糧配布プログラムでの NGO のオペレーション記録、マーケット観

察、水利設備利用状況観察、農業技術普及状況調査〕

⑦　「マラリア」突発流行発生の村、未発生の村の条件比較（中国及びミャンマーの医療活動記

録）

⑧　教育、保健医療の基礎公共サービスの供給、アクセスからみる、特別自治区の位置づけ（上

記指標の民族間比較、区間比較、特別自治区・州間比較）、行政サービスの有無、規模、コ

スト、システム、計画等

　以上の観点から調査した結果を、以下保健医療と教育の２セクターに分けて概況を説明し、そ

のうえで、特にケシ撲滅前後における生活状況の変化（2000 年に実施した調査結果との比較）

を、郷別地域間比較を通じて示していく。第Ⅲ部の最後では、地域開発ニーズマッピングと社会

開発計画に係る提言を行う。また、対象地域において今後活動が予定されているドナーやNGOの
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動向に係る情報収集結果を提示し、今後のJICAの活動において、これらドナーやNGOとの連携

について検討する材料を提供する。

３－１－６　調査の制約

　以上の調査フレームを基に本調査を実施した結果、実際には様々な制約からデータを収集しき

れなかった事項があった。以下に説明する８つの事項は、今後の調査課題として残されている。

①　民族構成については、大まかな郷・村の居住世帯の数から判断できるが、キーインフォー

マント・インタビューの対象者が、郷長や村長等の代表者に偏っており、同一の郷・村にお

ける少数派民族の代表者にインタビューすることができなかった。このため、郷・村全体で

見る生活状況は把握できたが、郷・村内にある階層性や構造に係る十分なデータ収集はでき

ていない。ただし、パラワン族の村であるモンホンティ村で、主要民族であるコーカン族以

外の生活状況調査を実施できた。

②　ケシ撲滅前後における人々の生活状況の変化を調べる視点として、季節変動を視野に入れ

た人口移動、家族規模・構成の変化を調査する必要があるが、今回は世帯レベルの調査を実

施できていないため、これらのデータは採取できていない。

③　地域住民、特に児童や母親の栄養状態が悪化していることが事前に想定されていたことか

ら、栄養状態を示す定量的なデータを収集する必要性は高かったが、今回の調査では技術的

な理由から収集しきれていない。

④　疾病時の受診状況では、医薬品の供給状況、市場価格、薬局での購買方法等のデータがな

く、調査の方法がランダムな聞き取り調査に限定された。

⑤　村落共同体の意思決定・相互扶助制度の有無に関する調査は、キーインフォーマント・イ

ンタビューの対象者が、時間的制約上、郷長や村長等の代表者に偏らざるを得なかったた

め、村人側の村落共同体に対する意識や具体的な事例に関するデータは収集できていない。

⑥　「マラリア」突発流行発生の村、未発生の村の条件を比較することは、現場観察と聞き取り

調査から行うことはできたものの、当時医療チームを派遣し血液検査を行った「中国－コー

カン合同医療チーム」の医療活動記録を入手して、死亡患者のケース調査から死亡原因を検

証することまではできていない。ただし、ミャンマー政府保健省派遣医療チームによる調査

報告書“Un-usual occurrence of malaria in Kone-gyan Township Northern Shan State”（添付資

料３．）は、本調査団に対して保健省から公式に手交された。当該報告書から得られる情報

と保健省職員からの聞き取り調査結果を基にし、マラリア突発流行の状況分析を通じて、

コーカン特別区の公的保健サービスの現状を整理することが可能となった。こうした状況分

析は、ミャンマーに赴任中（調査実施当時）の JICA マラリア対策専門家の技術的協力を得
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て可能となっており、本報告書における保健医療分野の現状調査結果は、同専門家からJICA

ミャンマー事務所を通じて本調査団に提出された「コーカン地域におけるマラリアとその対

策に関する状況分析」（添付資料４．）を中心に報告を行っている。

⑦　本調査では、コーカン特別区における基礎公共サービスの著しい欠落とその程度について

は判明したものの、それら公共サービスを補っている民間による基礎サービスの供給状況、

また地域住民からのアクセス状況は断片的にしか把握できておらず、特に、公衆衛生のシス

テムの欠落を補ってきた、コーカン地域特有の仕組みと実態は、今後の調査課題のひとつと

して持ち越された。

⑧　特別自治区の位置づけでは、「上記指標の民族間比較」については、第一にあげた理由に

より調査できていない。「区間比較」としてはコーカン自治区内の地域差を検証している。

また「特別自治区・州間比較」は、聞き取り調査と文献調査から判明したことについて、第

Ⅳ部にて若干触れている。

３－２　保健医療の概況

３－２－１　疾病構造

　コーカン特別区内の医療従事者及び村落リーダーからの聞き取り調査の結果によると、コーカ

ン特別区における主要疾患は、マラリア、呼吸器疾患、インフルエンザ、腎臓病、皮膚病、結核

となっている。マラリア、呼吸器疾患、インフルエンザ等の主要疾患は、６月から 10 月までの

雨期が最も罹患率が高くなっている。

　マラリアは、特別区全域において死亡要因の上位を占めている。2003年10月から11月にかけ

て、「マラリアの突発流行」（2003 年 11月 28日にミャンマー政府が報告）があり、保健省の作成

した“Un-usual occurrence of malaria in Kone-gyan Township Northern Shan State”（添付資料３．）

によると、2003年７月３日から11月22日までに56例の死亡が確認されており、特にタンルウィ

ン川流域において流行が大きく広がったことが報告されている。また、コーカン特別区中央委員

会幹部や、村落リーダーからの聞き取り調査の結果を総合すると、この突発流行とみられる期間

中に、コーカン特別区全体で 4,000 人以上が罹患、270 人以上が死亡したといわれている。

　この疾病流行の原因は、上述の保健省報告書と、同報告書の分析説明資料として作成された

「コーカン地域におけるマラリアとその対策に関する状況分析」（添付資料４．）において詳細に

記載されている。同報告書以前に出された、コーカン特別区のマラリアに係る過去の疫学的な公

式記録は存在しないが、添付資料４．の報告によれば、マラリア罹患患者の 80％が三日熱マラリ

ア、20％が熱帯熱マラリアである（中国雲南省昆明マラリア研究所所長）という。また、村落リー

ダーや村人からの聞き取り調査では、マラリア突発流行のその他の要因として、ケシ栽培撲滅に

よる所得の激減に伴う医療費負担能力の低下から、マラリア罹患患者が適切な治療行為を受けら
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れなくなったこと、また農業就労人口が大幅に移動し無免疫集団がマラリア汚染地帯にさらされ

たこと、さらに長期にわたる食糧不足から、コーカン特別区住民の栄養状態が全体的に低下して

おり、例年のマラリア疾患への耐性が低下していたこと、等があげられている〔これらの要因は

添付資料４．（527 ページ）でも説明されている〕。ケシ栽培は 2003 年 11 月に撲滅が宣言された

が、統制の厳しくなった 2002 年からケシ栽培量は激減している。保健省報告書によれば、突発

流行は2003年５月に始まり11月に集結しているから、ケシ栽培撲滅がマラリア突発流行のひと

つの引き金になっている可能性は否定できないが、本調査では疫学的調査を実施していないため

断定はできない。その他、保健省報告書では、地域住民のマラリアに関する知識の低さや、元来

情報伝達が困難な地域であるために予防や対策が遅れたことも、高い死亡率を導く周辺要素とし

て指摘されている。

　その他の主要疾患については、聞き取り調査によれば、腎臓病は水に多量に含まれる石灰に起

因し、皮膚病は水の少ない不衛生な住環境に起因する、とのことであった。また、ラオカイ周辺

ではヒト免疫不全ウイルス（HIV）患者、性病患者の存在についても報告があったが、コーカン

特別区における疾病構造については、これまで医療機関においても十分把握しきれていないこと

が多く、今後保健省主導で疫学的調査を実施し、疾病構造と疾患要因を分析することが必要とさ

れている。

３－２－２　保健医療サービス供給とアクセス

　コーカン特別区における保健医療施設（従事者）は、①ミャンマー保健省の管轄する病院、ク

リニック（ミャンマー中央政府派遣の医師・看護師）、②中国人や地元住民の経営する民間医療

施設（コーカン特別自治区中央委員会の経営するラオカイ人民病院を含む）の２通りがあり、そ

の他③中国人や地元住民の経営する薬局（中国人薬剤師、中国商人、地元商人）がある。これら

の保健医療施設の地理的カバー率は低く、保健医療施設が全くアクセス可能圏内にない郷や村も

多く存在している。聞き取り調査からは、こうした村における住民は病気の際、伝統的な漢方薬

や治療法、まれに祈祷師に依存する例があることが分かっている。

　まず①について、表３－１はミャンマー保健省の管轄する病院、クリニック（ここでは Health

Dispensay のことを示す）と保健医療従事者の数、職位を示している（施設の地図上分布は添付

資料４．図２参照）。中心となるラオカイ郡病院の所管下にはシオー、パッセンジョー、ターシェー

タン、ナムカム、マントンパの５か所にHealth Dispensary があり、同じくラオカイ郡病院の監督

下にあるシンワン区病院の所管下には、ホンアイ、モータイの２か所に Health Dispensary、そし

てチンシェーホー区病院がある。ラオカイ郡病院は、北シャン州保健局の監督下に置かれてお

り、ラオカイにある区保健局（Township Medical Office）が運営指導にあたっている（添付資料

４．図３参照）。スタッフは保健省の認定する医師、看護師免許を有する保健省スタッフである
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が、任命・配属は国境地域民族開発省（国境省）によって行われ、給与は保健省から国境省を通

じて支払われる仕組みになっている。国境地帯に配属される医療スタッフは、任期中、国境省負

担による特別手当を支給され、２年間の任期終了後は希望地域に異動できる特典があるものの、

配属されるスタッフは、コーカン特別区外の出身で、学校を卒業したばかりの若年齢が多く、現

地の主要言語である漢語を話せないため、孤独な勤務生活となる。また聞き取り調査では、Health

Dispensay には、初配属で未経験、知識が十分でないスタッフが配属されることが多いが、監督

機関との通信手段や研修機会が限定されるため、適切な処置を行うことができない場合も多いと

のことであった。

　病院やクリニックへの機器、薬剤の支給は、保健省から直接行われているが、種類、量共に不

足しがちで、支給の期日も守られないことが多い。このため聞き取り調査では、スタッフの多く

が医薬品代等を自己負担している実態が明らかになった。

　機材・設備・技術のレベルは、16床の区病院では新品の手術台があるものの、電気と水が確保

できないため麻酔手術はできず、50床の郡病院においてのみ麻酔手術や帝王切開が可能となって

いる。またHealth Dispensaryでは、診察台や入院用のベッド２床程度が確保されており、保健省

から供給される医薬品が置かれ、ごく基本的な治療行為が実施されている。

　聞き取り調査では、こうした状況下では、かつて保健医療スタッフと地域住民との間にトラブ

ルが起きたり、外来患者数が伸びない等の問題があったが、保健医療スタッフ側に、漢語を学ん

で地域住民との日常対話の機会をつくる、通信料を自己負担してラオカイ郡病院からの指示を仰

ぐ、自己負担で薬代を無料にする、などの努力がみられ、外来患者数が過去１～２年のうちに

２倍以上に増加している事例が多くみられた。

　一般的に、公的保健医療サービスには、「医療サービス」のほかに「公衆衛生サービス」があ

る。ミャンマー国内の他の地域における公的保健医療制度では、区病院の下にStation Hospital、

又は Rural Health Center（RHC）が設置され、更にその下の階層に Sub Health Center が設置され

ている。これらの施設にはミッドワイフが配属され、またコミュニティー・ヘルス・ワーカーの

活動拠点として機能することから、機能の程度に差はあるものの、システムとしての公衆衛生

サービスはある程度確立されている。よって予防接種の供与、保健・衛生・栄養教育等も、これ

らの拠点を通じて行われるのが一般的である。

　しかしながらコーカン特別区には、末端医療サービスを提供するHealth Dispensay は存在する

ものの、コミュニティーにおける公衆衛生の拠点として機能し、活動するスタッフが配置される

RHC や Sub  Health Center の施設がなく、公的な疾病予防活動、母子保健や衛生教育等はほとん

ど実施されてこなかった〔添付資料４．（526 ページ）参照〕。聞き取り調査では、出産も一部の

地域を除いてほぼ100％が自宅出産であり、難産の場合でもクリニックまで搬送する手段やお金

がない場合がほとんどである。
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表３－１　コーカン特別区におけるミャンマー保健省管轄保健医療施設　スタッフ配置数

保健医療施設名

ラオカイ郡病院（50床）

シオ　クリニック

パッセンジョー　クリニック

ターシェータン　クリニック

ナムカム　クリニック

マントンパ　クリニック

コンジャン区病院（16床）

ホンアイ　クリニック

モータイ　クリニック

チンシェーホー区病院

役　職

医 　師

準医師

歯科医

準保健師

シニア看護師

ジュニア看護師

敷地管理人

検査技師

助　手

Audley

シニア看護師

ミッドワイフ

ジュニア看護師

ミッドワイフ

看護師

Audley

看護師

看護師

ミッドワイフ

医　師

ジュニア看護師

ジュニア看護師

ジュニア看護師

医　師

看護師

人　数

2

2

1

1

4

5

1

1

2

7

1

1

1

1

3

1

1

1

1

1

2

2

1

出所：ラオカイ郡病院より調査団入手資料

　同様に、コーカン特別区では、定期的な予防接種もほとんど実施されてこなかった。本調査実

施中に、保健省と国境省〔日本政府、国連児童基金（UNICEF）、世界保健機関（WHO）後援〕

による、予防接種供与計画（成人女性対象破傷風ワクチン・2004 年２月第１回、2004 年４月第

２回、2004 年 10 月第３回予定）が実施されたが、予防接種に集まった村人からのランダムな聞

き取り調査では、予防接種を受けるのは初めてである、という回答が 90％以上であった。さら

に、この予防接種活動はアクセスの悪いコンジャン以北・以西にはまだ届いておらず、地域限定

的に行われたため、北部地方での予防接種カバー率は更に低いことが見込まれる。

　また、今回の予防接種供与活動では、ミャンマー保健省管轄下の病院やクリニックを拠点とし
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て実施するのみでは、接種率の向上を担保できないため、五日市の立つ日を選んで、郷長や村長

の家、学校を中心として巡回を行うチームを編成して実施された。チーム編成には、医師、看護

師のほかに、ミャンマー中央政府派遣のミャンマー語教員、国境省役人、農業省役人、ミャンマー

政府の組織化している婦人会役員、通訳が含まれており、予防接種を受ける地域住民は、コーカ

ン特別区中央委員会から区長、郷長、村長を経て召集された。現場実施者からは、ミャンマー側

からコーカン側への計画変更に係る伝達がうまくいっていない、などの課題があげられた。公衆

衛生のシステムが欠けている同地域においては、当面、既存の伝統的な情報伝達ネットワーク

（中央委員会－区長－郷長－村長等）に依存し、アドホックな供給体制（暫定的に編成されたチー

ム）で臨まざるを得ないものの、住民の組織化を伴いつつ、中長期的には公衆衛生のシステムを

形成していくことの必要性が確認された〔添付資料４．（528 ～ 529 ページ）参照〕。

　②と③の中国人や地元住民の経営する民間医療施設、薬局については、統計データや監督責任

機関がないため、実態を把握することが困難である。①の公的保健医療施設と比べ、設備や機

器、薬剤在庫の条件が良いこと、伝統的に中国医療を信頼する土壌があること等の理由から、地

域住民の多くが自己負担により、これらの民間医療施設に依存してきた。しかし、聞き取り調査

では、中国人医師のなかには、資格や技術・知識レベルが低い、贋薬が横行している、等の声が

聞かれた。実際、コーカン特別区で診療所や薬局を開くためには、特段の資格試験があるわけで

はなく、コーカン特別区に毎月一定額を支払い許可証を得ることが条件となっている。中国人医

師や薬局経営者に対するランダムな聞き取り調査では、中国領内に居住していた際に医師や薬剤

師であった者は半数であった。さらに、贋薬については、メコン流域の国境地帯において広域的

な問題（抗マラリア剤の贋薬等）となっているが、ミャンマーも例外ではなく、特に監督責任機

関の監視下に置かれない民間医療施設の多いコーカン特別区では、その可能性は否定できない。

なお、ケシ栽培撲滅以後は、治療費や薬代が高額である民間医療施設の患者数が減少、収益も減

少したことから、多数の民間医療施設が閉鎖されるに至っている。

３－３　教育の概況

３－３－１　教育制度とアクセス

　コーカン特別区における初等教育は、中国式カリキュラム教育とミャンマー式カリキュラム教

育があり、小学校によっては中国式、ミャンマー式のいずれか、または双方併設の場合、の３通

りがある。コーカン特別自治区には漢語小学校が 110 校（コーカン中央委員会発表）、うちミャ

ンマー語小学校と併設が 30 校、ミャンマー語のみの高等学校が２校、中学校が１校（ラオカイ

区教育事務所発表）ある。

　漢語学校の場合、中国人教員による漢語での教育が行われており、多くの場合郷営又は村営で

ある。ミャンマー語学校の場合はミャンマーのその他の地域と同様、ミャンマー中央政府教育省
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の傘下にある国営で、中央政府派遣のミャンマー語教員によるミャンマー語での教育が行われて

いる。この違いから、両者は財政支援、教員の給与や採用制度、学位認定制度において必然的に

大きく異なってくる。

　漢語学校に対するコーカン特別自治区中央委員会からの補助金等の財政的な支援は、制度化さ

れたものではない。事例としては、ドンシャン区で村営学校に補助金を支給しているほか、村の

総意で新校舎を建設する際の村の拠出金に合わせて、コーカン特別自治区の資金供与を受けられ

る事例があるのみである。

　一方、ミャンマー語学校は、ミャンマー中央政府教育省－基礎教育局No.２（上ビルマ担当）－

北シャン州教育局－ラオカイ教育局のラインの下に位置づけられ、教員の給与と一部の公的財政

支援が受けられ、教員は教育省により採用され、国境省から任命される公務員である。漢語学校

と併設の場合には、校舎は地元住民が建てた漢語学校の校舎に同居している。

　また、両者では、教授内容や時間割も異なっている。中国式カリキュラムでは、１学年から６

学年までが初等レベルに当たり、中国正月（１月末～２月中旬）前後の長期休暇（12 月下旬～

３月中・下旬）を除く９か月間で２学期制を採用している。教科書は、1998年まで中華人民共和

国政府教育省によって認可され、中国国内の小学校で使用されている教科書〔国語・自然・算数・

社会（社会は４～６学年まで）〕をそのまま使用していたが、1998 年以降はコーカン特別自治区

中央委員会主席によって作成又は改訂された教科書を使用している。しかしながら、内容はほと

んど中国国内で使用されている教科書の写しであり、歴史、地理、国語の科目においてコーカン

特別区及びミャンマーに関する記述を若干加えた程度の変更になっている。

　漢語小学校の卒業生で進学を希望する者は、2000年以前は中国領内の高等学校や大学へ進学す

るか、ラショーやマンダレーの漢語高等学校へ進学するしか方法がなかったが、クドン漢語高等

学校が 2000 年にラオカイに設置されてから、いったんはコーカン自治区内で進学する選択肢が

広がったものの、2003年に再び中学校レベルに格下げされた。表３－２はクドン漢語高等学校の

教員と生徒数の変遷を示したものである。

　漢語学校ではかつて 9,000 人の児童が就学していたが、ケシ栽培撲滅後は 6,000 人にまで減少

し、150校あった学校が閉校や廃校によって110校まで減少する事態になっている。それに伴い、

高い給与を主たる目的として中国領内から出稼ぎに来ていた中国人教員は、給与の低減交渉を受

け入れるか、または故郷に戻る、という選択を迫られ、そのほとんどが別の職探しに中国領内に

戻って行くとのことである。

　ミャンマー式カリキュラムでは、通常６月に新学期が始まり、９月と３～５月の休暇２回を含

む３学期制を採用している。しかしコーカン特別区の小学校は、ラオカイにあるミャンマー政府

国営高等校No.１とNo.２を除いて、原則的に中国式カリキュラムの２学期制に合わせて運営さ

れている。時間割は各学校によって様々だが、基本パターンは、早朝６時から 10 時まで漢語ク
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表３－２　ラオカイ　クドン漢語高等学校　教員と生徒数の変遷

年　度 学　期 教　員 生　徒

2000 ２学期 42 560

2001 １学期 39 700

2001 ２学期 39 780

2002 １学期 38 750

2002 ２学期 37 740

2003 １学期 34 670

2003 ２学期 33 570

2004 １学期 31 502

出所：聞き取り調査より作成

ラス、11時から２時までミャンマー語クラス、２時から４時までが漢語クラス、の３シフト制を

組んでいる場合が一般的である。ミャンマー式カリキュラムでは、KG 学年（就学前教育）から

４学年までの５年間が初等レベルに当たり、中国式カリキュラムの６か年進級制度と一致してい

ないが、この場合も中国式カリキュラム進級制度に合わせている。

　コーカン特別自治区にミャンマー政府の国営小学校が初めて導入されたのは1989年で、ラオカ

イに建設された。それ以前中国国境地帯におけるミャンマー政府の教育サービスがいき届く最前

線は、コンロンのミャンマー政府国営小学校であった。ラオカイのNo.１小学校は1996年に中学

校に、1999年に高等学校に引き上げられている。また、この学校はコーカン特別区に２校設置さ

れている、漢語学校との併設ではないミャンマー語単独学校の１つである。

　表３－３は、1989 年から 2004 年までのラオカイ No. １高等学校の就学児童数の変遷を示した

ものである。現在のラオカイ No. １高等学校の就学児童の大半は、ミャンマー軍関係者の子弟で

あり、地元出身者は５割以下である。この表からは、就学児童が1993年から1994年にかけていっ

たん落ち込んだのを除き、一定の就学者数を保持していたのが、1997年から最大時の半数以下に

落ち込み、それ以降少ない水準で維持してきていることが見てとれる。これは、地域住民の間で

ミャンマー語学校に対する正の意識がいったんは高まったものの、様々な理由から定着しきらな

かったことを示唆している。この事実は、漢語教育を伴わないミャンマー語教育のみでは、コー

カン特別区の教育アクセスの拡大にはつながりにくいことを示唆している。

　ミャンマー語学校は、教員がコーカン特別区の外部から派遣されるため、派遣当初は現地の言

語である漢語を話さず、児童とコミュニケーションが図れない場合がほとんどである。また、児

童の親の間でも、歴史的背景、社会環境などから必然的にミャンマー語教育の必要性を認知しな

い傾向があり、児童のミャンマー語学校への就学に積極的でない場合がこれまでは圧倒的に多かっ

た。漢語学校とミャンマー語学校が併設されている場合でも、上述の理由や、その他二重カリキュ
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No. 年　度 幼稚園 KG １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 合計 卒業試験
合格割合

１ 1989～ 1990 　 235 1 　 　 　 　 　 　 　 　 　 236 　

２ 1990～ 1991 　 148 72 　 　 　 　 　 　 　 　 　 220 　

３ 1991～ 1992 　 225 23 15 　 　 　 　 　 　 　 　 263 　

４ 1992～ 1993 　 299 46 17 　 　 　 　 　 　 　 　 362 　

５ 1993～ 1994 　 19 6 2 1 　 　 　 　 　 　 　 28 　

６ 1994～ 1995 　 144 45 6 6 1 　 　 　 　 　 　 202 　

７ 1995～ 1996 　 200 96 14 8 8 　 　 　 　 　 　 326 　

８ 1996～ 1997 　 162 67 19 6 5 6 　 　 　 　 　 265 　

９ 1997～ 1998 　 100 98 24 8 6 3 5 4 2 　 　 250 　

10 1998～ 1999 　 75 40 44 14 9 9 3 5 7 　 　 206 　

11 1999～ 2000 　 94 50 44 31 15 22 20 17 18 5 　 316 　

12 2000～ 2001 　 92 48 34 33 23 14 9 9 8 9 14 293 35.71％

13 2001～ 2002 　 93 65 43 38 28 23 14 11 6 9 23 353 47.80％

14 2002～ 2003 　 90 44 31 28 27 26 18 8 9 5 15 301 33.30％

15 2003～ 2004 40 98 88 49 42 28 32 26 24 13 8 17 465 　

出所：ラオカイNo.１高等学校より入手

表３－３　ラオカイNo. １高等学校就学児童数の変遷（1989 ～ 2004 年）

ラムであることから児童の負担が多いため、漢語学校生徒の半数もミャンマー語学校に出席しな

いケースがあるなど、言語障壁に基づく意思不疎通が、コーカン特別区における教育開発を考え

るうえでの根深い課題となっている。

　聞き取り調査では、こうした状況下では、かつてミャンマー語学校の教員が地域に溶け込めな

い、児童や地域住民との間にトラブルが起きる、等の問題があったが、ミャンマー語学校の教員

側に、漢語を学んで児童や地域住民との日常対話の機会をつくる、自己負担で教材や文房具代を

無料にする、などの努力がみられ、ミャンマー語学校教員との信頼関係が醸成される、就学児童

の経済的負担が少ない、ミャンマー語の重要性に対する認知度が高まってきた、等の理由から、

ミャンマー語学校の就学希望者（親）が顕著に増えていることが判明した。なかには、学校運営

委員会の発意により、村営の漢語学校にミャンマー語教員を招へいし、ラオカイ区教育事務所に

対してミャンマー語学校として認定してもらえるよう、直訴してきた村（ナムフーコー村）の事

例も見られた。
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３－３－２　言語・識字

　コーカン特別自治区における主要言語は、漢語（コーカン語とも呼ぶ）である。このほか、各

少数民族（パラワン、ワ、カチン等）はそれぞれの言葉を母語とするが、多くの場合コーカン語

で意思疎通を図ることができる。表３－４は、ミャンマー政府のラオカイ区教育局長に聞き取り

調査を行った際に入手したもので、コーカン特別自治区において４月に予定されているミャン

マー語識字教室の実施に向けて、漢語識字人口の把握のために行った調査の結果である。表で

は、15 歳から 45 歳までの平均非識字率が 5.44％（女性 6.69％）、45 歳以上では 8.69％（女性

10.44％）と示されている。しかしながら、実際の聞き取り調査では、村長でも漢語で十分な読み

書きができる場合は少なく、郷長クラスでも読み書きができない場合があることが分かってい

る。聞き取り調査の結果から、実際の漢語識字率は、地域によるばらつきはあるものの、平均で

10 ～ 30％程度（推定）と低く、ほとんどが読み書きはできないものと考えられる。

　一方ミャンマー語では、読み書きはさることながら、日常会話程度の意思疎通を図ることすら

困難になる。郷レベルにおいても、ミャンマー語を理解し話すことのできる人数は、数名であっ

た。

３－４　ケシ撲滅前後の生活状況の変化（2000 年と 2004 年の生活状況比較）

　前項までは、コーカン特別区全体の保健医療と教育の概況を説明した。本節では、2000年に実

施したプロジェクト形成調査で収集したデータと、今回の収集データを比較し、ケシ栽培撲滅前

後において人々の生活状況がどのように変化してきたのか、を地域別に示す。2000年当時のデー

タを収集している郷は、ターシェータン郷、チャージェーシュー郷、マンロー郷、ロンタン郷で

あったことから、郷レベルのデータを今回の調査結果と比較した。まず、人口と世帯数の変化を

示したうえで、生活状況の変化は、①食糧、②収入・支出、③教育、④保健・医療、⑤村落内の

共同施設・設備、⑥ニーズの観点から調査を行った。ケシ撲滅前後の生活状況の変化については、

第Ⅱ部第３章の「ケシ生産停止の影響」においても、次の５項目①地域としての現金収入の急激

な低下と労働機会の減少、②食糧作物の生産性に伴う食糧自給率の低下、③家畜の売却及び農耕

具購入不能の可能性、④健康状態の悪化、⑤自然環境破壊の加速、があげられている。本節では、

先の章に掲げられた事項の具体的数値による検証と、それらの事項には含まれていなかった視点

から変化を読み取ることとする。また施設・設備面での調査結果とニーズの視点は、前章の「イ

ンフラ現況調査」と重なる部分があるため、そちらも参照されたい。

３－４－１　ターシェータン郷

　ターシェータン郷は99％がコーカン族、１％がミャオ族から成る。人口は2000年当時の1,300世

帯、7,000 人が、2004 年３月では 1,480 世帯、9,000 人に増加している。
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（1）食　糧

　ケシ栽培中は１年を通じてコメを主食としていたが、現在では全世帯数のわずか23％が１年

を通じてコメを食すことができ、50％は約６か月分、残りの27％はコメ・トウモロコシを合

わせて約４か月分しか確保されていない。

（2）収入と支出

　世帯別年間収入をみると、2000年当時では最も貧しい層でも１万元が確保されていたが、

現在では平均所得が2,000元にまで減少している。家計を支えるためには各世帯で家族構成

員２～３人が働く必要があるものの、以前と比較して賃労働の機会が減少し、また雇用にあ

りつけたとしても労賃が低下している。例えば茶摘み労働では、2000 年当時の日当が10 ～

30元であったのが、現在では５元＋食事１食分にまで低下している。また、農業労働以外で

は、炭焼き、家畜売買、薬草採取の仕事があるが、季節労働者も一年のうち３か月しか就業

機会を得られない。

　一方、１世帯当たりの平均家庭支出は 2000年当時で約 5,000～ 6,000 元であったが、現在

ではほとんどの家庭で1,000元以下の支出額となっている。この額は１世帯当たり必要最低

限の食糧支出額が 3,900 元（衣服費、医療費、教育費、交際費、交通費を除く）であること

を勘案すると、十分な支出額に満たないことが分かる。

（3）教　育

　2000年には16の漢語学校があったが、2003年には全校のうち２校が閉校になり、2004年

の新学期からは３校が閉校することになっている。2000 年当時では 28 人の教員を雇い、

3,000 ～ 7,000 元の給与を支払っていたが、現在では 4,000 ～ 5,000 元の給与支払いができな

いという課題に直面している。また、過去２年間に 300 人の生徒が、年間 100 ～ 300 元の学

費が支払えないという理由から中途退学している。2000年当時では６歳から12歳までの就

学人口 2,600 人のうち、1,100 人が就学していた（就学率 42％）が、2003 年には 3,000 人の

就学人口のうち、わずか 800 人の就学児童数（就学率 26％）まで落ち込んでいる。

　2000 年当時から、17 か村中ターシェータンとナムカムの２か村にあったミャンマー語学

校には、３人のミャンマー語教員が派遣されており、現在でも教員数は変わっていないが、

生徒数は 2000 年に 187 人いたのが、2004 年には 100 人以下（うち、75％が男児）に減少し

ている。ミャンマー語学校における児童１人当たりの年間学費は 20 元と比較的安いため、

上述の児童数の減少は、むしろ言語障壁に起因していると考えられている。郷長の聞き取り

調査では、ミャンマー語教員がコーカン語を話すことが、児童のミャンマー語学校就学の定

着のために重要であるとの回答が寄せられている。
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（4）保健医療

　2000年には中国人による民間診療所が13か所あったが、2004年現在ではわずか６か所が

残るのみである。この原因として、診療代が５～ 30 元と以前と変わらないものの、受益者

側の収入が減少し、それに伴って患者が減少したことがあげられる。

　郷全体には、ミャンマー政府による公的医療施設がターシェータンとナムカムの２か所に

あり、２人の看護師が派遣されている。この医療施設での診療代は基本的に無料であるが、

患者は食糧や金銭を寄付することになっている。郷長への聞き取り調査によれば、住民が

ミャンマー政府による公的医療施設を好まないという結果が出ていたが、この背景には①医

薬品が不足しがち、②看護師とのコミュニケーションが困難である、などが理由としてあげ

られていた。疾病は、①風邪、②頭痛、③不衛生な飲料水に起因する腎臓病が多く、マラリ

ア患者数は必ずしも多くないとの回答であった。

　一方、ターシェータンのクリニックの看護師によると、一般的に疾病で多いのはマラリ

ア、下痢、胃炎、高血圧の順である。2004年にはBCG、DPTとはしかの予防接種を２回行っ

ており、１回目（１月）は 10 名の住民が来たが、２回目には３人で、接種を受けた住民の

ほとんどが、軍関係者であった。聞き取り調査によれば、この背景には、言葉の問題により

住民がミャンマー政府系のクリニックに行きたがらないことが原因としてあげられており、

看護師はできれば中国語を勉強したいという意思をもっていた。このクリニックでは、以前

日本政府から供与された〔食糧増産援助スキーム（2KR）〕トラクターを借りて巡回医療に

使っていたが、今では故障しており修理代もないことから、郷内の巡回医療は行われていな

い。しばらく前、クリニックに泥棒が入り、ほとんどの機材が盗まれたことから、現在クリ

ニックには診療に必要な機材が不足している。看護師は安全性を確保するためクリニック周

囲にフェンスを巡らせたいとの希望をもっており、地元住民と地元出身ではない看護師との

間に信頼関係が必ずしも醸成されていない兆候を示している。

（5）その他の施設・設備

　交通面では、2002年にはターシェータンの五日市にはホンシタホーからターシェータンま

で４～５本のバスが走っていたが、現在では利用者数が減少したためターシェータン郷内の

バスは廃線されている。ラオカイまで出るバス代は 10 元で以前と変わりない。交通手段と

して2000年には郷内に車両30台、トラクター20台を抱えていたが、2004年現在では18車

両、トラクター８～９台に減少している。

　電力供給状況としては、17か村中３か村のみが電気の供給を受けていたが、現在では10か

村 1,000 世帯が電気へのアクセスを確保しており、電力供給を受けられる世帯数は増えてい

る。動力ミルについては、2000年当時は、住民のほとんどが精米購買力があったため、動力
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ミルの需要は低く、郷内に 20 台しかなかったが、2004 年には 60 ～ 70 台に増加している。

　さらに、2000年当時は郷内に電話がなかったが、現在では電力供給の拡大に伴い、５か村

において 200 台の電話が設置されている。

（6）2004 年現在の ニーズ（優先順位の高い順）

①　食糧増産

②　学校の継続的運営

③　ターシェータン－ラオカイ間とターシェータン－チャージェーシュー間の道路建設

④　ミャンマー政府の公的医療施設における基本的薬剤の十分な供給

３－４－２　チャージェーシュー郷

　チャージェーシュー郷の住人は、ほとんどがコーカン族で、ワ族とミャオ族が若干居住してい

る。郷内の人口は2000年当時で800世帯以下5,000人、現在は800世帯5,600人と増加している。

（1）食　糧

　ケシを栽培していたころは、ほとんどの住民が年間通じてコメを主食としていたが、現在

ではコメだけで１年を通じて食糧を賄える家庭はなく、コメとトウモロコシを混ぜたものを

主食としている。10％の世帯が年間消費に十分な量のコメとトウモロコシを生産している

が、50％ の世帯では６か月分の食糧、残りの 40％では４か月分の食糧しか確保できていな

い。

（2）収入と支出

　2000年当時では平均で１世帯当たり３～４バスケットのケシを生産しており、１万元の収

入を得ていたが、現在の収入は 2,000元までに落ち込んでいる。チャージェーシューは茶葉

の生産で有名であるが、茶の価格が暴落しているため、茶葉生産からの収入は期待できな

い。例えば2000年には良質茶で30～ 35元、低質茶で５～10元であったが、2004 年は良質

茶で 25 ～ 30 元、標準品質茶では３～４元程度にしかならない。

　2000年当時では100人以上の住人が出稼ぎ労働者として働いていたが、現在では200人を

超えている。茶摘みの労賃は１日当たり10～ 15元＋３食付きであるが、ケシ栽培の日雇い

労働では、７～８元＋３食付きと低くなっている。大工仕事の日雇い労賃も以前は15～30元

であったが、住民の所得減少に伴い、大工仕事の需要が減ったため、労賃も 14 ～ 15 元に減

少している。　

　１世帯当たりの平均家庭支出は2000年当時で約5,000～ 6,000元であったが、現在ではほ
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とんどの家庭で1,000元以下の支出額となっている。この額は１世帯の必要最低限の食糧へ

の支出額が 3,900 元（衣服費、医療費、教育費、交際費、交通費を除く）であることを勘案

すると、十分な支出額には満たない。

（3）教　育

　2000年当時は７か村に漢語学校が８校あったが、このうち２校が既に2004 年新学期から

閉校されることが決定しており、そのほかにも、いくつか運営を停止している学校がある。

2000年当時は15～16人の教員に対して年間3,500～ 5,000元の給与を支払っていたが、2003年

にはこれが11人に減少し、3,500～ 4,000元の給与を支払っている。年間学費は2000年当時

で130 ～ 150元で、2003年には 120～ 200元と増加している場合が多い。さらに、教員には

少なくとも年間 3,500 元の給与を支払わなくてはならず、就学児童数の減少は、すなわち学

費の高騰につながることから、更なる中途退学者が出ることが予想されている。

　郷内の６歳から 12 歳までの学齢期の子ども 1,800 人のうち、2000 年当時では 600 人の児

童（33％）が漢語学校に通っていたが、2003 年には 200 人（11％）と３分の１に減少してい

る。サンチュエリン村では、ケシ栽培時には１世帯当たりの平均子ども数５～６人のうち、

２～３人は就学できていたが、現在では49世帯のうち就学児童は５人にまで減少している。

　ミャンマー語学校はチャージェーシュー村にのみ存在する。ミャンマー語学校の学費は教

科書代を含め 30 元と安価であるにもかかわらず、2000 年には就学児童数 40 人、2003 年に

は 20 人（男女の比率は２：１）と少ないのは、言語障壁が原因であると考えられている。

（4）保健医療

　2000年にはわずかながらも中国人経営の民間クリニックがあり、診察には住民のほとんど

がターシェータンに通っていたが、現在では交通費や医療費の捻出が困難であり、医療施設

にアクセスする機会が減少している。ミャンマー政府による公的医療施設は郷内にはない。

　一般的に多い疾病は、2000年には①風邪、②リューマチで、マラリアはあまり深刻ではな

かったが、2003年にはマラリアの突発流行がチャージェーシュー郷でも起こっている。この

ケースでは 20 人以上の住民が死亡し、コーカン特別自治区中央委員会が中国人と合同の医

療チームを送って治療にあたらせた。インタビュー調査からは、マラリアの突発流行の原因

として、医療費の捻出ができないため、重症患者でも診察を受けることができなかったこと

があげられている。

（5）その他の施設・設備

　交通面では、ターシェータンまで歩くと通常２時間、ラオカイまででは 5.5 時間を要する
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が、郷内に車両はなく、2000年に３台あったトラクターも１台に減っている。電力供給状況

は、2000年には、２世帯がチャージェーシュー村のミニ水力発電にアクセスできているのみ

であったが、現在では 10 か村のうち、２か村 150 世帯が水力発電からの電力供給を受けて

いる。動力ミルは、2000 年には郷内に２台しかなかったが、2004 年には 10 ～ 20 台に増加

している。郷内に電話はない。

（6）ニーズ

　2000 年当時の郷内のニーズ（優先度の高い順）

①　教育：チャージェーシューの学校校舎補修

②　道路：チャージェーシュー－ターシェータン間の道路建設

③　電気：水力発電

④　保健医療：ミャンマー政府による公的医療施設の設置

⑤　ソバ：ソバ栽培面積の拡大と種子の早期配布

（7）2004 年現在の郷内のニーズ

食　糧　：食糧供給量の増加

教　育　：チャージェーシュー小学校の新校舎増設、ミャンマー中央政府派遣の教員に

　　　　　対するコーカン語学研修

道　路　：チャージェーシュー－ターシェータン間の道路建設

保健医療：ミャンマー政府による公的医療施設の設置

電　気　：ミャオ族の村への電力供給

茶葉の市場確保

３－４－３　マンロー郷

　マンロー郷はコーカン族、ワ族、パラウン族から成る。2000年当時は596世帯、3,948人であっ

たが、現在では 627 世帯 4,122 人となっている。

（1）食　糧

　以前は１年を通じて全人口が消費するだけの十分なコメが手に入ったが、現在はすべての

世帯において６か月分以下のコメしか入手できなくなっている。

（2）収入と支出

　ケシ栽培時は、貧しい世帯では年間2,000 元、裕福な世帯では１万元（ケシ５ビス）、平均
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では5,000元の収入があったが、現在では平均所得が1,000元以下に落ち込んでいる。また、

茶の価格が暴落しているため、茶葉栽培に依存することができずにいる。例えば 2003 年は

最高級品質の茶で 20 ～ 35 元（１バスケット）、二級品で 10 ～ 12 元だったのが、2004 年は

最高級品質茶が７元、二級品で 2.5 ～３元まで落ち込んでいる。

　こうした状況では、収入を求めてワ地区や、モゴック、マイシュ等の鉱山に出稼ぎに行

き、生活に必要な分だけの収入を得ている世帯も少なくない。以前はマンロー内の日雇い労

賃が15元であったが、現在ではワ地区まで出稼ぎに出ても、日雇い労賃はわずか６元＋３食

付き程度となっている。茶摘み労働では、以前は10～ 12元だったのが、現在は女性が３日

働いて 10 元、男性だと１日で７元まで下がっている。農業労働の場合は更に低い賃金とな

り、日当３元＋１食分が付くだけである。賃金水準が急激に下降しているのに対し、余剰労

働力が増加傾向にあり、平均でひと月に 10 日程度の雇用しか確保されていない。このよう

に最低限の所得を保証する雇用が確保されないため、住民は森林の野草や木の根などを採取

し食している。

　収入の減少に伴って、借金をせざるを得ない場合がある。年利率は30％と高いが、大抵の

場合ひと月以内の返済であれば無利子となり、労働で返済の肩代わりをする場合も多い。し

かしながらこうした負債により、家屋を売って移住せざるを得ない事例も起きている。郷長

の話によると、住民は飢えるよりは良いという理由から、移住する方を選んだ世帯も少なく

ないということであった。

（3）教　育

　2003 年には郷内に７校の小学校があったが、2004 年の新学期からいくつかの学校が閉鎖

されることになっている。2003 年当時で、６歳から 12 歳までの学齢人口 2,500 人のうち、

わずか 295 人（12％）が就学している状況であった。ケシ栽培中は、マンロー漢語学校には

生徒 100 人、教員３人がいたが、2003 年では生徒数が 90 人に減少し、2004 年の新学期現在

は教員を３人から２人に減らすことを検討している。教員の給与は１年間に4,000～5,000元

で、学費は 130 ～ 270 元となっている。

　郷内にはマンローとシャウカイに２校のミャンマー語学校があるのみである。公式リスト

にはニョンクワンにもミャンマー語学校が存在するとあるが、実際には存在しない。マン

ローでは以前生徒70人、教員５人がいたが、2003年には生徒数 40人、教員は２人にまで減

少した。一方、シャウカイでは、生徒50人、教員２人となっている。学費は教材費が15元、

入学金が 15 元である。聞き取り調査では、仮に村落内にミャンマー語学校があれば、学費

を工面してでも子どもを学校に送りたいとする回答が多かったが、実際には学齢期（６～

12歳）を過ぎてしまった青年は、編入できない制度になっており、ミャンマー語を学ぶ機会
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は閉ざされている。就学児童の男女比は男児の方が多い。

（4）保健医療

　郷内にはミャンマー政府側の公的医療施設がなく、中国人医師が１人いるのみである。郷

内には車両もトラクターもないため、ラオカイに重症患者を搬送するには、ラオカイ－コ

ンジャンの幹線道路を往来している車両を待つより方法がない。ラオカイまでの交通費は

300 ～ 500 元である。時により患者はこの車両を待つ間に亡くなることも少なくない。

　主要罹患疾病は、①マラリア、②下痢、③結核、④腎臓病である。通常マラリアでは年間

１～２人が亡くなるが、2003 年のマラリアの突発流行時には、25 人が亡くなっており、こ

の原因としては、現金収入の枯渇により治療行為を受けることができなかったことがあげら

れている。蚊帳の使い方とその効果については、知識はあるが購入する金銭的ゆとりがな

い、との回答があり、また蚊帳が効果を発揮するのは、睡眠する夜中だけなので、村人は一

般的にマラリア予防薬の方を好むという回答があった。さらに、薬剤を配布する場合には、

村人や村落共同体の代表者に任せて行うことが効果的で、そのような試みを行う場合には、

特にハイリスクシーズンの前である雨期前の５月から６月には、配布を完了させてほしいと

の要望があげられた。

（5）その他の施設

　交通では、ラオカイまで、又はターシェータンまで出かけるのに、ラオカイ－コンジャン

道路まで歩いて出る必要がある。ヒッチハイクの料金は、ラオカイまでで20 ～ 40元、ター

シェータンまでで４～５元となっている。中国側にトラクターで出ることも可能であるが、

36元を要する。以前は郷内に車両が７台あったが、現在はトラクターも含めて車両となるも

のは存在していない。

（6）ニーズ

教育：すべての村内にミャンマー語学校を設置する。学校のいくつかは緊急に補修が必要

な建物もある。

保健：郷内にミャンマー政府の公的医療施設を設置する。看護師がコーカン語を話せない

としても、どこかから通訳を調達してくる。

言語：看護師と教員に対するコーカン語の研修が役立つと考えられる。さらに、成人に対

するミャンマー語教育を施すことができれば、村民に対してミャンマー語がいかに生

活にとって重要かを伝えることができる。

肥料：収量を上げるのに決定的に重要である。2003 年はソバ栽培が終了したのち、JICA と



－ 464 －

国境省が肥料を配布しているが、交通費が支給されなかったので、配布のポイントま

で取りに行くことができないケースがあった。

道路：郷内に舗装道路が必要である。

電気：ターシェータンを通じて電力供給を拡大する必要がある。

水　：郷内のすべての世帯に水道管を引く。

茶の価格：茶の市場を確保し、価格を高く安定させる。良質茶の場合には、１バスケットで

　　少なくとも 25 元以上、標準品質の場合は、10 元は保つ必要がある。

落花生を作付けたいので、苗を購入する資金が必要である。

３－４－４　ロンタン郷

　ロンタン郷はコーカン族のみで構成される郷である。2000年当時、郷内には230世帯、1,200人

が居住していたが、現在は 273 世帯、1,580 人が居住する。

（1）食　糧

　ケシを栽培していたころは、全世帯でコメを主食としていたが、現在では36％の世帯しか

１年を通じてコメを食することができない。25％はコメとトウモロコシを合わせても６か月

分の食糧しかなく、39％が４か月分の食糧しか確保できていない。

（2）収入と支出

　2000年には１世帯当たりの基本所得は２万元あったのが、現在では2,400元にまで減少し

ている。この収入では食糧を賄うのみでも十分な額ではなく、借金をせざるを得ない状態で

ある。郷内には出稼ぎ労働先はないが、25％の住民が雇用を求めている。2000年当時のケシ

の農業労働は日当が20元＋３食付きであった。現在では、男性の農業労働の日当が10元＋

３食付き、女性が５元＋３食付きとなっている。ラオカイのカジノでの日雇い賃は 10 元、

その他の職業での日当は５～７元が相場である。出稼ぎ労働が必ずしも収入の増加を保障す

るわけではなく、例えば 2004 年には、郷内から３家族がワ地区にケシ栽培の出稼ぎ労働に

出たが、天候不良で収量が伸びず、5,000～ 6,000元、ひどい場合には１万元分の収入が失わ

れてしまった。このことは、出稼ぎ労働をすることはリスクを負うことになる点を示唆して

いる。

（3）教　育

　郷内の６歳から12歳までの 400人の就学年齢にある子どものうち、195人（49％）が漢語

学校に通っている。2003 年には、郷内の就学年齢児童 600 人のうち、172 人（28％）しか就
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学できなくなっている。しかしながら、2003年の中途退学者はわずか２人と少なかったが、

この理由は村で学費の一部を負担する方法をとっており、就学児童の家族による学費の負担

が比較的少なくて済むためであった（村のなかには文房具代や教員のサポートをする教育費

支出支援制度があるが、この共同資金は、①村人に対する罰金、②結婚時に男性が村に寄付

することになっている 260 元、の２通りがある）。2000 年には４つの漢語学校があり、５人

の教員がいたが、先学期は漢語学校が３校に減り、教員は４人になった。かつては教員への

給与は 7,000 元であったが、2003 年には 4,000 ～ 5,000 元まで減少している。学費は、2000

年には 100 ～ 350 元であったのが、現在は 100 ～ 200 元に減少している。

　ミャンマー語学校には、2000 年当時３人の教員と 108 人の生徒がいたが、2003 年には教

員２人、生徒82人に減っている。以前の学費は教材費を含め10元であったのが、現在は25元

までに上がっている。就学児童の男女比は７：３と偏重の比率が高くなっている。若い母親

の識字率はコーカン語で 30％、ミャンマー語ではわずか 10％である。

（4）保健医療

　郷内にはミャンマー側公的医療施設も中国人医師による民間医療施設もない。ほとんどの

住民が病気の際にはチンシェーホーのクリニックか、重症の場合にはコンロンのミャンマー

政府の公立病院に行く。チンシェーホーまでの交通費は80～100元、コンロンまでは150元

である。この地域で罹患率の高い疾病は風邪で、マラリア患者は近年減少している。

（5）その他の施設

 　交通では、ラオカイまでの交通費は 20元、チンシェーホーまでは10元であったのが、現

在はそれぞれ半額までに減っている。2000年にはトラクターが３台しかなかったが、2004年

現在は車両５台、トラクター５台に増加している。電力では、以前はどの村にも電気は供給

されていなかったが、現在は６村落中３村落に電気が供給されるようになっている。動力ミ

ルでは、2000 年には３台しかなかったが、現在では 19 台に増えている。電話は郷内にはな

い。

（6）ニーズ

　2000 年当時（優先順位の高い順）

①　医療施設

②　教育：学校の増築

③　飲料水：水道管と貯水槽の修理

④　電　気
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⑤　農　業

⑥　ソバの種子

（7）2004 年現在の郷内のニーズ

水　　　：ロンタンパの給水施設

肥　料　：ソバ、陸稲、トウモロコシ、野菜栽培用

道　路　：ターロンタンとタークワシャンの道路建設

保健医療：ミャンマー側の公的医療施設

農　業　：新しい農業技術と知識の習得。仮に農業技術研修の機会があれば、各村から少な

　　　　　くとも１人ずつを送ることとしたい。

成人識字教育：郷長は成人に識字教育の機会を与えたいとの希望を抱いている。また、

　　　　　　　ミャンマー学校の教員にもコーカン語の研修機会を提供し、そのうえで村民

　　　　　　　にミャンマー語の識字教育を行ってほしいと考えている。成人識字教育は夜

　　　　　　　間が望ましい。

３－４－５　まとめ

　以上のとおりケシ撲滅前後のデータを比較すると、生活状況の悪化が明らかに見てとれる。電

気と通信のアクセスを除き、あらゆる生活に係る基本的なサービスへのアクセスが低下している

ことが分かる。コーカン地域全域でみると、50％の住民が６か月未満の食糧しか確保されておら

ず、4,000 人が漢語学校から（閉校や金銭的理由により）中途退学せざるを得なかった。また通

常のマラリアで死亡する人数が各郷１～２人程度であるのに対して、2003 年 10 月には 279 人が

マラリアの突発流行（によるとの公式発表）によって亡くなっていることから、ケシ栽培禁止後

のコーカン特別自治区は、「人間の安全保障」が重大な危機に侵されていることを示している。

　表３－５は郷間の食糧確保量を比較したものである。いずれの郷においても、ケシ栽培中はコ

メを食することができたが、ケシ栽培禁止以降は、26％の世帯において深刻な食糧不足が起きて

いることが読みとれる。また57.7％の世帯が１～２か月中に食糧不足に陥ることが予測できる。

表３－５　コーカン特別自治区における食糧確保量　郷間比較（2004 年）

郷
１年分のコメ
コメ及びトウモロコシを
合わせて半年分の食糧
コメ及びトウモロコシを
合わせて４か月分の食糧

チャージェーシュー ターシェータン マンロー ロンタン 合　計
10% of 家計 23% of 家計 0 36% of 家計 16.3% of 家計

50% of 家計 50% of 家計 100% of 家計 25% of 家計     57.7% of 家計

40% of 家計 27% of 家計 0 39 % of 家計 26% of 家計

出所：聞き取り調査結果から2004年プロジェクト形成調査団作成



－ 467 －

郷 村の数 学校の数 教員の数 生徒の数

2000年 2003年 2000年 2003年 2000年 2003年

ターシェータン 17 16 14 28 26 c. 900 600+

チャージェーシュー 10 11 9 15～ 16 11 600+ c. 200

マンロー 11 7 7 N/A N/A N/A 295

ロンタン 6 4 3 5 4 195 172

　総　計 44 48 33 1,695+ 1,267+

出所：聞き取り調査結果から2004年プロジェクト形成調査団作成

表３－６　漢語学校の就学児童数の変遷（2000 年、20003 年の比較・4郷において）

３－５　セクター別地域間比較

　前項では、2000年と 2003年のデータを比較し、ケシ撲滅が地域住民の生活に与えた影響を明

らかにした。2000年に調査した地域には、北部のアクセスの悪い地域は含まれておらず、この地

域がケシ撲滅によりどの程度の影響を受けているのか、データで示すことはできない。しかしな

がら、ケシ撲滅の影響のひとつに、「地域差が拡大したこと」が推察されているが、コーカン地

区全域の地域開発を見据えたプロジェクトの形成にあたっては、こうした地域間差異に留意する

ことが重要となる。このため本節では、全郷を以下の３つの類似地域に分けて生活状況に係る地

域間の特徴を説明していく。

（1）北部地域：モータイ郷、ホンアイ郷、ソンカン郷、インシン郷

（2）ターシェータン地域：ターシェータン郷、チャージェーシュー郷、マンロー郷

（3）ラオカイ地域：ホーピンシャン郷、タイピンシャン郷、ロンタン郷、タウシュエ郷

　また、地域差については、第Ⅱ部第３章の「ドンシャン区・シーシャン区・シンワン区の地域

差」において、①土地生産性、②サトウキビ栽培、③その他の代替作物の栽培、④居住人口と食

糧自給及び栄養不良の顕在化、の４つの観点から述べられている。本節では比較地域として北部

地域であるホンシン区を加え、さらに比較の視点として、⑤食糧、⑥教育、⑦保健医療、⑧施設、

を加え詳細に地域差を比較する。

　シンホワ郷、チュンタイ郷では、調査の時間が限られていたため、その他の郷と比して収集

データが少なくなっているため、本項では直接比較対照地域として取り上げていない。また、イ

ンシン郷とソンカン郷については、ある程度の村レベルの調査を集積した郷レベルの調査結果を

出せないため、調査を実施できたノンカン村とモンホンティ村の２つの村レベル調査結果を取り

上げ、その他の郷レベルの調査結果と並べることとした。シンホワ郷、チュンタイ郷、ノンカン

村、モンホンティ村の４つの事例は、次項３－６に記載している。
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３－５－１　食　糧

（1）北部地域（ホンシン区）は、モータイ、ホンアイ、ソンカン、インシンの４郷・55 か村

から成り、3,982 世帯、２万 700 人が居住する。この地域全体における食糧確保状況は次の

とおりである。

・２％の世帯が１年分の消費に要するコメを確保できる。

・14％の世帯がコメとトウモロコシを合わせて１年分の消費に要する食糧を確保できる。

・37％の世帯がコメとトウモロコシを合わせて半年分の消費に要する食糧を確保できる。

・46％の世帯がコメとトウモロコシを合わせてわずか４か月分の消費に要する食糧しか

確保できていない。

　北部地域において７人家族に必要な生活費は、食料費225元、その他の生活必需品（医療・

衣服・社会消費）で 100 元となる。3,502 世帯中、3,400 人の出稼ぎ労働者がおり、日当は

５元＋３食付きである。

（2）ターシェータン地域は、３郷・38 か村から成り、2,907 世帯、１万 8,448 人が居住してい

る。  この地域全体における食糧確保状況は次のとおりである。

・10％の世帯が１年分の消費に要するコメを確保できる。

・77％の世帯がコメとトウモロコシを合わせて半年分の消費に要する食糧を確保できる。

・13％の世帯がコメとトウモロコシを合わせてわずか４か月分の消費に要する食糧しか

確保できていない。

出所：聞き取り調査結果から2004年プロジェクト形成調査団作成

表３－７　北部地域の食糧確保状況

郷
１年分のコメ
コメ及びトウモロコシを
合わせて半年分の食糧
コメ及びトウモロコシを
合わせて４か月分の食糧

モータイ ホンアイ ソンカン インシン
10% of 家計 10% of 家計 4% of 家計 33% of 家計

40% of 家計 20% of 家計 20% of 家計 50% of 家計

50% of 家計 70% of 家計 76% of 家計 17 % of 家計

出所：聞き取り調査結果から2004年プロジェクト形成調査団作成

表３－８　ターシェータン地域の食糧確保状況

郷
１年分のコメ
コメ及びトウモロコシを
合わせて半年分の食糧
コメ及びトウモロコシを
合わせて４か月分の食糧

チャージェーシュー ターシェータン マンロー
10% of 家計 23% of 家計 0% of 家計

50% of 家計 50% of 家計 00% of 家計

40% of 家計 27% of 家計 100% of 家計
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　この地域の７人家族世帯における必要最低限の所得は、食糧に 190 元、その他医薬品、衣

服、社会支出に 100 元が必要である。2,907 世帯中 3,100 人の出稼ぎ労働者がおり、日当は

７～ 10 元である。

（3）ラオカイ（地域）には、４郷 62 か村、3,806 世帯、２万 4,987 人が居住する。この地域全

体における食糧確保状況は次のとおりである。

・17％の世帯が１年分の消費に要するコメを確保できる。

・29％の世帯がコメとトウモロコシを合わせて１年分の消費に要する食糧を確保できる。

・39％の世帯がコメとトウモロコシを合わせて半年分の消費に要する食糧を確保できる。

・15％の世帯がコメとトウモロコシを合わせてわずか４か月分の消費に要する食糧しか

確保できていない。

　この地域の年間必要所得は325元である。3,806世帯中2,500人の出稼ぎ労働者が存在し、

出稼ぎ労働者の平均日当は６～ 10 元である。

（4）まとめ

出所：聞き取り調査結果から2004年プロジェクト形成調査団作成

表３－９　ラオカイ地域の食糧確保状況

郷
１年分のコメ
コメ及びトウモロコシを
合わせて１年分の食糧
コメ及びトウモロコシを
合わせて半年分の食糧
コメ及びトウモロコシを
合わせて３～４か月分の
食糧

ホーピンシャン タイピンシャン ロンタン タウシュエ
10% of 家計 20% of 家計 36% of 家計 13% of 家計

60% of 家計 20% of 家計 13% of 家計

60% of 家計 25% of 家計 50 % of 家計

30% of 家計 39% of 家計 24% of 家計

出所：聞き取り調査結果から2004年プロジェクト形成調査団作成

表３－ 10　食糧確保量の地域間比較

郷
１年分のコメ
コメ及びトウモロコシを
合わせて１年分の食糧
コメ及びトウモロコシを
合わせて半年分の食糧
コメ及びトウモロコシを
合わせて４か月分の食糧

北部地域 ターシェータン地域 ラオカイ地域
2% of 家計 15% of 家計 17% of 家計

14% of 家計 0% of 家計 31% of 家計

37% of 家計 60% of 家計 48% of 家計

47% of 家計 25% of 家計 4% of 家計
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　上述の表から読みとれるとおり、北部地域、特にシンタン郷において食糧確保状況が最も

深刻になっている。2004年の調査時点において、半分以上の世帯が既に食糧不足の問題に直

面していた。2005 年の食糧貯蓄状況は、2003 年のトウモロコシの不作により更に悪化する

ことが予想されている。多くの村では、トウモロコシの収穫があまりにも低かったため、来

年の種を取るにも十分ではない、との報告があがっており、なかには収穫が全くあがらな

かった村もあった。こうした村では、村長も村人も適当な対応策の処置もとれていない状態

であった。

３－５－２　教　育

（1）北部地域

　表３－ 11、３－ 12 は、北部地域の漢語学校及びミャンマー語学校の数、教員数、生徒数

の変遷を示している。2002 年度までと 2003 年度を比較すると、漢語学校は 36 校から 25 校

に、教員は 62 人から 30 人に、生徒数は 2,400 人から 1,100 人に減少している。これに対し

て、ミャンマー語学校の方は、生徒数減少の割合が漢語学校ほどは大きくないことが読みと

れる。

郷 村の数 学校の数 教員の数 生徒の数

2002年度 2003年度 2002年度 2003年度 2002年度 2003年度

モータイ 10 10 9 29 15 1,000 300～ 400

ホンアイ 12 6 5 17 10 700 300

ソンカン 13 13 4 16 5 700 300

シンタン 20 7 7 N/A N/A N/A 200

合計 55 36 25 62+ 30+ 2,400+ 1,100～ 1,200

出所：聞き取り調査結果から2004年プロジェクト形成調査団作成

表３－ 11　漢語学校の数

郷 村の数 学校の数 教員の数 生徒の数 公式発表
生徒の数

～2002年度 2003年度 ～2002年度 2003年度 ～2002年度 2003年度 ～2002年度 2003年度

モータイ 10 1 1 3 1 80 60 190 114

ホンアイ 12 1 1 2 2 180 180 250 145

ソンカン 13 1 1 2 1 130 20～ 30 45 108

シンタン 20 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 55 3 3 7 4 390 260+ 495 367

出所：聞き取り調査結果から2004年プロジェクト形成調査団作成

表３－ 12　ミャンマー語学校の数
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1） モータイ郷

　2002年度以前には、3,000人の就学年齢人口のうち、1,000人が漢語学校に通っていた

が、2003年になると、300～ 400人に減少している。2003年度までは、すべての村に漢

語学校があったが、2004年度にはショウチンホー学校が閉校している。また、以前は教

員が（教員の給与：3,000～ 6,000元／年間）29人いたのに比して、2003年度には15人

にまで減少している。学費は１人年間150元だが、教員給与を賄うに十分ではない場合

には、村の共同資金から補助金を出していた。しかしながら、現在ではこの村の共同資

金からの補助金供与が取りやめになったため、教員の人数を減らすことで対応している。

　郷内にはミャンマー語学校が１校、メイホワリン（漢語学校と併設ではない）にのみ

設置されている。公式リストではミャンマー語学校はモータイとメイホワリンに２校あ

ることになっているが、モータイ郷長からの聞き取りによれば、メイホワリンにある

ミャンマー語学校は、以前モータイの学校と併設であったものが、分かれて設置された

ものであるため、実際には１校しか存在しない。生徒数は以前は80人だったのが、現在

は60人となっている。同校のミャンマー中央政府派遣の教員は、漢語での教科も教えて

いるが、漢語で就学したい児童は、基本的にモータイの小学校まで通っているとのこと

である。

　このミャンマー語学校は、生徒１人から100元を集金するはずのところ、ミャンマー

語の重要性が認知されていないのと、学費が高すぎるとの理由から、生徒からの集金率

は高くない。そのため、村の共同資金で教員に１月50元とコメ、ラオカイまでの交通費

100元を出している。以前は教員が３人いたが、これを維持できず教員を１人に減らし

てもらった、という経緯がある。村には教育委員２名と、校長（教員ではない）、会計役

から成る学校委員会がある。この学校の児童の男女比は以前までは同じであったが、現

在は３：１となっている。また、若年成人女性（若い母親）のなかには漢語の読み書き

ができる者はほとんどいない。

2） ホンアイ郷

　以前は漢語学校が６校、教員17人、１人当たり年間6,000元の給与を支払っていたが、

2003年になると、漢語学校５校、教員10人、4,500元にまで給与水準が下げられている。

2004年度には、ホンアイの学校のみが開校することになっており、その他の学校は開校

するか定かではない。郷全体には就学年齢にある児童が1,000人いるが、このうち2002年

までは700人が就学していたのに対し、2003年度には300人にまで減少している。学費

は以前と変わらず 100 ～ 160 元である。ホンアイの小学校を卒業し進学を望む場合は、

現在ではラオカイの漢語中学校へ行くことになる。
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　郷内にはミャンマー語学校が１校あり、教員は２名いる。村からは資金的な援助はな

く、ラオカイに行く場合などに交通費の手当などを出している程度である。生徒は170～

180人で、学費は年間15元となっている。生徒の65％が男児である。若い母親で読み書

きできる者は村の中に 10％しかいない。

3） ソンカン郷

　2002 年には漢語学校が 13 校、教員は 16 人いたが、2003 年度には４校のみが運営し

残っている教員は５人となっている。教員１人当たり3,200～5,000元の給与を支払って

きたが、現在では 3,000元＋コメの供給付きまで水準が下がっている。以前は 700人の

生徒がいたが、現在の生徒数は300人にまで減少している。学費は100元で以前と変わっ

ていない。

　ソンカンにはミャンマー語学校が１校あり、教員が２人いたが、現在は１人になって

いる。村人の方では、ミャンマー中央政府派遣の教員が適切な資格をもっているか猜疑

心があり、同教員が 2004 年度の新学期に戻って来るかどうかも疑わしいとの意見があ

がっていた。以前は教員に対し月 100 元を供給していたのが、2003 年は 30 元のみ、生

徒数は以前130人いたのが、2003年は20～30人にまで減少している。現在では生徒か

ら学費を集金しておらず、ミャンマー語学校は村の共同資金で運営されている。数年前

から、生徒の男女比は６：４で、若い母親の識字率は20％程度であるとのことであった。

4） シンタン郷

　郷内学齢人口 2,000 人のうち、500 人が就学していたが、2003 年には 200 人にまで減

少している。2003年までは漢語学校は郷内に７つあった。しかし2004年度は開校すべ

きかどうか郷内での話し合いが行われており、今後学校数が減少する可能性が高い。教

員の給与は 2,600 ～ 4,000 元が支払われており、学費は 140 ～ 160 元である。

　チャージェーシュー村では地元出身のコーカン人教員を採用しており、この教員には

給与の代わりに毎月コメを支払っていることから、学費が不要であり就学児童の負担も

村の負担も少なくて済んでいる。この教員は他の漢語学校で雇われている中国人教員の

ように、教員になるための訓練を受けているわけではなく、モータイ漢語小学校を６年

生まで修了したのみである。この教員は、必ずしも待遇が良くないが、自分の出身郷の

ために貢献する仕事であることから、今後、更に待遇が悪くなったとしても、郷の人々

が自分を必要とする限り、教員を続けたい旨話してくれた。また、同教員と同様に地元

出身で小学校を修了し教員として採用されているケースはほかに見られず、同教員の同

級生について尋ねると、運良く小学校を卒業しても、結局地元に戻って農業に従事する
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生活を送っている、とのことであった。

　郷内にミャンマー語学校は存在せず、ミャンマー語で意思疎通の図れる人材は郷内に

皆無である。それゆえミャンマー語学校への就学に対するニーズは高い。

（2）ターシェータン地域

　表３－13、３－14によると、漢語学校は34校から30校に、教員数は43人から37人に、

生徒数は 1,500 人から 1,295 人に減少しているが、北部地域における減少割合ほどは深刻で

はない。また、ミャンマー語学校の方も同率割合で減少していることが分かる。

1） ターシェータン郷

　平均してすべての家族に学齢期にある子どもが２人いるとして計算すると、郷内学齢

人口は2,960人となる。14か村には漢語学校があるが、そのうち３校が中国人教員の給

与（4,000 ～ 5,000 元）を支払えないとの理由から閉校することになっている。学費は

100 ～ 300 元である。

　２か村にのみミャンマー語学校があり、ターシェータンには教員３人、ナムカムには

教員２人がいる。村の共同資金からは月50元の支援金を出している。学齢児童がミャン

マー語学校に就学しない理由は、ほとんどが言語障壁によると認識されている。このた

郷 村の数 学校の数 教員の数 生徒の数

～2002年度 2003年度 ～2002年度 2003年度 ～2002年度 2003年度

ターシェータン 17 16 14 28 26 c. 900 c. 800

チャージェーシュー 10 11 9 15～ 16 11 600+ c. 200

マンロー 11 7 7 N/A N/A N/A 295

　合　計 38 34 30 43+ 37+ 1,500+ 1,295+

出所：聞き取り調査結果から2004年プロジェクト形成調査団作成

表３－ 13　漢語学校の数

郷 村の数 学校の数 教員の数 生徒の数 公式発表
生徒の数

～2002年度 2003年度 ～2002年度 2003年度 ～2002年度 2003年度 ～2002年度 2003 年度

ターシェータン 17 2 2 5 5 100+ 100- 165 136

チャージェーシュー 10 1 1 2 2～ 3 43 20 30 70

マンロー 11 2 2 7 3 c. 150 c. 90 62 98

　合　計 38 5 5 14 10～ 11 c. 293 c. 210 157 304

出所：聞き取り調査結果から2004年プロジェクト形成調査団作成

表３－ 14　ミャンマー語学校の数
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め、ミャンマー中央政府派遣教員がコーカン語を話せるようになると、ほとんどの児童

は学校へ行くようになるだろうとの見方が強い。児童の男女比は３：１である。

2） チャージェーシュー郷

　10か村のうち、３か村に小学校がなく、残りの７か村の漢語学校も閉校が決定してい

るか、または閉校寸前のものが多い。 中国人教員への月給は3,500～7,000元で、学費は

120～200元となっている。郷全体で学齢人口は1,600人いるが、このうち200人のみが

就学できている。最もひどい例では、サンチュエリン村では49世帯のうち、学校へ通っ

ている子どもは５人のみであったが、ケシの栽培時代には、１世帯平均５～６人兄弟の

うち２～３人は就学できる状態であったことを勘案すると、ケシ撲滅が就学率の低下に

与えた影響は非常に大きいことが分かる。児童の男女比は２：１である。

3） マンロー郷

　郷全体で７つの漢語学校があるが、これらすべてが間もなく閉校せざるを得ない状況

である。郷内3,000人の学齢人口のうち、295人しか就学できていない。マンロー漢語学

校では、ケシ栽培中は、100人の児童に対し、教員３人を採用していたが、2003年は生

徒が 90 人に減り、教員は２人に減少している。学費は 130 ～ 270 元となっている。

　郷内にはミャンマー語学校がマンローとシャウカイ（公式リストではニョンカンと

なっており、シャオカイはシャオカイ郷）にある。マンローのミャンマー語学校には以

前教員５人に対し70人の就学児童がいたが、現在は教員２人、就学児童が40人に減少

している。シャウカイでは、教員２人と就学児童が50人いるが、現在でも人数に変化が

ないケースは珍しい。入学金で15元、教材費で15元が必要な学費となる。村の共同資

金から年間500元の補助金がミャンマー中央政府派遣教員に対して支払われている。聞

き取り調査によるとミャンマー語学校がすべての村にあれば、金銭的にゆとりがない場

合にも、できる限り子どもをミャンマー語学校に通わせたい、との希望があげられてお

り、ミャンマー語教育に対する意識は最も高い郷の１つであった。児童の男女比は、男

児の方が圧倒的に多い。

（3）ラオカイ市

　表３－15、３－16によると、漢語学校の数は50校から39校に、教員の数も66人から56人

に、生徒数は 4,595 人から 1,952 人に大幅に減少しており、ケシ撲滅の影響が山間部の農村

のみでなく、ラオカイ都市とその周辺でも起きていることを示している。一方でミャンマー

語学校の方は、それほど人数が減っていないことから、ミャンマー語学校に対する意識改革
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はむしろ進んできたことが推測できる。

1） ホーピンシャン郷

　郷内に以前は18校の漢語学校があり、25人の教員を採用し、年間5,000～ 6,000元の

給与を支払っていた。学費は150元と高いが、1,000人の生徒が就学していた。しかし現

在では、学校は12校に減り、給与水準も3,000～ 5,000元まで下がっており、教員数も

15人まで減っている。さらに、学費負担額は100元と下がっているにもかかわらず、学

齢人口1,500人のうち就学児童は500人に落ち込んでいる。この郷では就学児童の男女

比はほぼ同率という珍しい結果になっている。

　マントンパを除き、郷内にはミャンマー語学校と併設されている学校はない。マント

ンパの学校も公式リストでミャンマー語学校と記されているが、実際には機能している

かは定かではない。

2） タイピンシャン郷

　以前は21校の漢語学校があり、22人の教員に年間4,000～4,800元の給与を支払って

いたが、現在では漢語中学校１校、小学校が 17 校あり、25 人の教員に対して１人当た

郷 村の数 学校の数 教員の数 生徒の数

～2002年度 2003年度 ～2002年度 2003年度 ～2002年度 2003年度

ホーピンシャン 18 18 12 25 15 c. 1,000 c. 500

タイピンシャン 27 21 18 22 25 c. 3,000 c.1,100

ロンタン 6 4 3 5 4 195 172

タウシュエ 11 7 6 14 12 400+ 180

　合　計 62 50 39 66 56 4,595+ 1,952

出所：聞き取り調査結果から2004年プロジェクト形成調査団作成

表３－ 15　漢語学校の数

郷 村の数 学校の数 教員の数 生徒の数 公式発表
生徒の数

～2002年度 2003年度 ～2002年度 2003年度 ～2002年度 2003年度 ～2002年度 2003 年度

ホーピンシャン 18 1 1 N/A N/A N/A N/A 41 86

タイピンシャン 27 1 1 3 2 N/A 18 96 132

ロンタン 6 1 1 3 2 108 82 56 105

タウシュエ 11 2 2 4 4 c. 150 c. 120 88 185

　合　計 62 5 5 10 8 258+ 220+ 281 508

出所：聞き取り調査結果から2004年プロジェクト形成調査団作成

表３－ 16　ミャンマー語学校の数
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り年間3,000～9,000元の給与を支払っている。聞き取り調査によると、以前は2,000人

以上の中国人が郷内に住んでいたことから、漢語を話せるという理由だけでも、教員の

代替として採用する人材がある程度確保されていた。しかし現在は中国人が200人しか

残っていないため、人材を探してくるのが容易ではないこと、また一定の資格を満たし

ていなくても、高い給与を支払わなければならないケースが多いことが課題となってい

る。学費は低学年では50元で、毎年50元ずつ上がることになっており、６年生では300元

となる。それゆえ高学年まで続けられるのは恵まれた家庭の子弟のみである。例えば、

シューユインツー村での2003年の生徒数は、１年生30人、２年生80人、３年生70人、

４年生20人、５年生15人、６年生10人、７年生６人、８年生が４人で、３年生から４年

生にかけて、つまり学費が150元から200元に上がる際に急激に落ち込むことが読みと

れる。

　郷全体の学齢人口9,000人中1,100人が就学している。以前は3,000人の就学児童がい

たが、その際には学費も１年生で50元、その後学年が上がるごとに 10元ずつの割り増

しと安価であった。

　村にはミャンマー語学校が１校あり、教員２人に対して生徒が18人就学している。郷

長はミャンマー語学校の就学率を上げようとしているが、子どもたちは漢語学校に好ん

で通う傾向があり、なかなか容易ではないとのことであった。ミャンマー語学校への学

費は20元、教材費に20元を要する。就学児童の男女比は10：７で、若い母親の識字率

はわずか 5.6％程度にすぎない。

3） ロンタン郷

　郷内にいる 600 人以上の学齢人口のうち、就学児童は 172 人である。

　漢語学校は３校あり、教員４人、就学児童は172人いる。教員の給与は4,000～5,000元

で、学費は100～200元となっている。ミャンマー語学校は１校のみ、教員２人と82人

の生徒が就学している。学費は教材費を入れて25元で、村の共同資金から教員に対して

Ks.1,000と10元が毎月支払われている。就学児童の男女比は７：３である。若い母親の

識字率は、漢語の場合は 30％、ミャンマー語の場合は 10％となっている。

4） タウシュエ郷

　学齢人口は800人おり、漢語学校の就学児童は2002年以前は400人いたのが、現在で

は180人になっている。漢語学校は７校あり、14人の教員が採用されているが、既に１校

が閉校している。教員の給与は年間 4,000 ～ 6,000 元、学費は 200 元である。2003 年に

は 180 人の生徒がいたが、2004 年の新学期は 40 人にまで減少している。
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　一方ミャンマー語学校では、教員４人が配置されており、毎月50元の支援が村の共同

資金から出されている。このようにタウシュエでは、教育特別支援システムが存在して

いる。2002年以前は、全世帯から一定額を、特に裕福な家庭からは標準額より多く集金

する制度があった。この制度は、郷長の話によると、教育は郷全体にとって重要な課題

であるため、みなで支え合いみなが責任をとるというシステムを構築している、とのこ

とである。村の共同出資金の支援があることから、このミャンマー語学校では、教科書

や文房具代に使われる20元を除き学費は徴収していない。よって68人の生徒が、漢語

学校とミャンマー語学校双方に就学しており、ミャンマー語学校への就学率と定着率は

比較的良い。さらに、ミャンマー語学校の教員は、村の中で一定の影響力を有している

事例がみられた。例えば、学校菜園を作りたいとの教員の要望に対して、村で学校の裏

の土地を提供しており、このことから村とミャンマー中央政府派遣教員との協力体制が

うかがえた。

（4）まとめ

　これまでに述べたことをまとめると、教育状況は北部地域で最も悪く、30.55％の漢語学校

が、またラオカイでさえ 22％、ターシェータンでは 11.76％の学校が閉鎖されている状況で

あることが判明した。ミャンマー語学校の数自体に変動はないが、教員と生徒の数は多少減

少しているものの、漢語学校での減少割合ほどは大きくなく、ミャンマー中央政府派遣教員

とリーダーをはじめとする地域住民の良好な関係が醸成されているか否かが、ミャンマー語

学校に就学する児童の定着率に影響を及ぼしていることが分かった。ミャンマー語学校の就

学児童数について、ラオカイ区教育事務所の発表している公式リストによると、2003年の生

徒数は 2002 年に比べて大きく増加していることになっている。しかしこれは、学期初めの

登録時の生徒数を表している点に留意が必要である。表で述べた生徒数は、いずれも学年終

了時の生徒数であり、このことからミャンマー語学校は就学児童数の増減もさることなが

ら、就学児童のうち中途退学者が多いことも大きな課題であることを示している。

　聞き取り調査では、漢語学校の中途退学の理由は金銭的なもの、ミャンマー語学校の中途

退学の理由は言語障壁によるものであることが分かっている。聞き取り調査を行った村落

リーダーの多くが、ミャンマー中央政府派遣教員に対してコーカン語を話せるようになるた

めのトレーニングを求めていたことは、この課題の解決に向けたひとつの方策を提示してい

る。
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３－５－３　保健医療

（1）北部地域

1） モータイ郷

　郷内には７～８か所の中国人による民間クリニックがある。ミャンマー政府の公的医

療施設（モータイボーダーディスペンサリー）はモータイに１か所あり、看護師が１人

駐在している。同施設は、診療代、薬代共に、中国人による民間クリニックに比べて安

価である。重症患者は、中国領内のチャンカンに運ばれることが多く、入院すると2,000元

が必要になる。

2） ホンアイ郷

　ホンアイには中国人による民間クリニックが９か所、ミャンマー側の公的医療施設は

ホンアイに１か所あり、看護師が２人駐在している。同クリニックでは、注射１回で25～

30元が必要になる。住民の多くが中国人経営のクリニックに依存してきたが、１回の診

療代が200元、入院すると2,000～ 3,000元が必要となるため、受益者の負担が大きい。

この地域での主要疾患は、５月から８月にかけてのマラリアである。

3） ソンカン郷

　郷内には中国人医師による民間クリニックが２か所あるが、ミャンマー政府の公的医

療施設はない。これまで民間クリニックでの診療は、注射１回で40～60元と高額であっ

たが、現在は15～ 20元に下がっている。中国領内の病院に入院するための患者搬送費

には 200 元を要する。主要疾患は、①マラリア、②ぜんそく、③腎臓病である。

4） シンタン郷

　薬局を除き、郷内にクリニックはない。マラリアの突発流行時には、215人が罹患し、

７人が亡くなっている。ミャンマーの医療チーム、及び中国－コーカン合同の医療チー

ムは、それぞれに郷内を巡回し、マラリア患者に対して抗マラリア剤の供与とスプレー

噴射という適切な処置を行ったため、死亡者を比較的少数に抑えられた、と認識されて

いる。

（2）ターシェータン地域

1） ターシェータン郷

　中国人の民間クリニックが６か所あり、治療には５～30元を要する。郷内にはミャン

マー政府の公的医療機関が２か所あり、ターシェータンに看護師２人、ナムカムに１人
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が駐在している。ミャンマークリニックでの診療代は無料である代わりに、患者は食糧

や金銭的な寄付をする。ミャンマークリニックでは十分な医薬品が供給されていないこ

とや、言語障壁があることから、地域住民は必ずしもミャンマークリニックに 100％依

存しきれないのが現状である。主要疾患は①マラリア、②胃炎、③皮膚病、④高血圧、

⑤風邪、⑥頭痛、⑦飲料水による腎臓病、である。

2） チャージェーシュー郷

　チャージェーシューには中国人の民間クリニックが１か所あるが、郷内にミャンマー

政府の公的医療機関はない。重症患者の場合は、交通費があればラオカイまで搬送され

る。主要疾患は①風邪、②マラリア、③リューマチである。マラリアが発症した場合の

治療代は、年間１家族で1,000～ 2,000元が必要である。注射１回に20元かかり、ラオ

カイまでの搬送代は 300 ～ 400 元が必要である。

　マラリアの突発流行時には、20人が亡くなったが、コーカン政府による医療チームの

派遣以降、死亡者は出ていない。村人（ウ・ルイン・リン）によれば、マラリア突発流

行の原因は、住民に治療代を払う金銭的なゆとりがなくなったことが原因である、と認

識されている。

3） マンロー郷

　郷内全体にミャンマー政府の公的医療施設はなく、中国人の民間クリニックがあるの

みである。郷内には車両もトラクターもないため、重症患者をラオカイまで搬送する際

には、交通費300～ 500元を出すか、コンジャン－ラオカイ間の幹線道路を通る車両を

ヒッチハイクするより方法がない。患者が搬送中に亡くなるケースも少なくない。主要

疾患は、①マラリア、②下痢、③結核、④腎臓病である。

　マラリアでは毎年１～２人が亡くなるが、2003年11月のマラリアの突発流行時には、

金銭的理由から適切な治療を受けられなかったことが原因で25人が亡くなった。蚊帳は

その存在と使い方は知っているものの、金銭的ゆとりがないため購入することはできな

いのが現状である。また蚊帳は、効果があるのは夜間のみなので、マラリア予防薬の配

布の方が好ましく、配布する場合には、ハイリスクシーズンが始まる雨期前の５月から

６月末までに行われなければ効果的ではない、というのがマラリアに対する地域住民の

一般的認識である。
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（3）ラオカイ地域

1） ホーピンシャン郷

　以前は中国人によるクリニックが６か所あったが、現在は２か所しかなくなっている。

郷内全体に、ミャンマー政府の公的医療施設はマントンパを除いてない。主要疾患とし

ては、風邪、高熱が多く、10年前からマラリアの症例は少なくなっている。重症患者の

場合はラオカイまで搬送されるが、搬送代は 50 元を要する。

2） タイピンシャン郷

　中国人の民間医療機関は５か所、ミャンマー政府の公的医療施設は１か所あり、看護

師が２人駐在している。ラオカイまでの患者搬送代は30～40元となっている。ほとん

どの住民が以前は中国人の民間クリニックに依存していたが、今ではミャンマー政府の

医療機関に依存している。主要疾患はマラリアと風邪で、マラリア突発流行の際には、

100人が罹患したものの、コーカンと中国が合同で派遣した医療チームにより適切な処

置が行われたため、死亡者はゼロであった。

3） ロンタン郷

　中国人の民間クリニックもミャンマー政府の医療機関もないため、住民はチンシェー

ホーのミャンマー政府医療機関まで行くことが多い。また重要疾患の場合には、コンロ

ンのミャンマー医療機関まで出かけることもある。交通費はチンシェーホーまでは80～

100 元、コンロンまでは 150 元を要する。

4） タウシュエ郷

　中国人民間クリニックもミャンマー政府公的医療施設もないため、現在国境省に対し、

医療機関の設置を申請中である。国境省の許可が下り、看護師が配置されれば、村の共

同出資金で施設を建てることはできると考えられている。主要疾患は下痢、風邪、腎臓

病、マラリアとなっている。ラオカイまでの患者搬送代は 200 元を要する。

（4）まとめ

　郷レベルでみても 11 郷のうち７郷にしか民間又は公営のクリニックがなく、学校と比べ

て医療施設に係るアクセスは更に悪い。今後は2003年11月のようなマラリア突発流行を未

然に抑えることが最優先事項である。このマラリア突発流行は、主に所得の減少から食糧確

保が困難になり、栄養不良が続く状況が慢性化するなかで、元来公的な、又は民間でも安価

な医療施設がなく、交通の便も非常に劣悪な郷（シンタン、マンロー、チャージェーシュー）
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において起こっている。さらに、こうした状況は 2003 年と比べて改善されていないどころ

か、更に悪化していると考えられる。それゆえ、これら対象地域を絞った適切な予防策は、

可能な限り早期に施す必要がある。 特にシンタンは交通の便が悪く、最も近い医療施設まで

徒歩で３時間を要することから、今後同地域でのマラリアの突発流行を防ぐためにも、シン

タン郷に公的な医療施設を設置することの優先度は、極めて高いといえる。

　最後に、健康問題に加えて、衛生問題も深刻に取り上げられなければならない。村にはい

ずれもトイレがなく、あったとしても非常に不衛生であることから、トイレと給水施設の正

しい設置、正しい使い方を教育し、意識改革を推奨する必要がある。

３－５－４　その他の施設・機材

　ここでは施設に係る地域間の差異について述べるが、前章２－２－４（4）「社会基盤」と、

２－３－２の「支援提言」及び添付資料「農村基盤情報まとめ表」の記載も併せて参照されたい。

（1）北部地域

　シンタンを除き、交通事情や通信事情はあまり悪くない。ミャンマー国内のアクセスのみ

を勘案すると、北部地域はアクセスの悪い遠隔地となるが、多くの現地住民が既に利用して

いるように、中国領土を通って行き来できる場合には、アクセスの難しい地域ではない。コ

ンジャンからソンカン郷、モータイ郷、ホンアイ郷までは、３年前に未舗装の道路が造られ

ており雨期でもペキンジープで行き来ができる。

1） モータイ郷

　交通面では、中国領土を通るとラオカイまでの交通費は45元、６時間程度である。電

気は10か村のうち、４か村400世帯に水力発電の電力が供給されている。以前は郷内で

多くの車両とトラクターを所有していたが、現在は車両３台、トラクター４台を残すの

みとなっている。郷内には 12 台の動力ミルがあり、電話が３台ある。

2） ホンアイ郷

　交通面では、中国領土を通ってラオカイに行く場合の交通費は40～ 50元である。ま

た、中国の国境ゲートの入国許可証に30元（１年間有効）かかる。電気は12か村中11か

村 834 世帯に供給されており、車両は５台、トラクター５台、動力ミルが 100 台ある。

電話は５台あり、携帯電話も 2004 年２月 28 日以降使えるようになっている。
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3） ソンカン郷

　交通面では、中国国境までの交通費は10元、ラオカイまでは65元（ホンアイまで30

元、ナンサンゲートまで25元、ラオカイ市内まで10 元）を要する。ソンカンに発電機

が２台あるものの、燃料代を捻出できないため、実質的に電力供給はできておらず、ま

た郷内にはトラクターも車両もない。動力ミルは13台あり、そのうち６台が稼働してい

る。衛星電話が１台ある。

4） シンタン郷

　交通面では、タンルウィン川に沿って走る道路を除くと郷内に車両の通れる道はなく、

移動はすべて徒歩かラバに頼っている。村人の足では、郷政府のある村からソンカンま

では５時間、ノンカンまでは６時間を要するとのことであるが、調査団の足では７～８時

間を要した。輸送が困難であるため、物価は周囲の郷に比べて高くなっている。電気面

では、発電機はあるものの、灯油が高いため普段は使用していない。

（2）ターシェータン地域

1） ターシェータン

　交通面では、ラオカイまでは定期バスがあり、10 元である。郷内には 18 台の車両と

８～９台のトラクターがある。電気は、10か村1,000世帯に供給されている。動力ミル

は 60 ～ 70 台あり、５か村に電話が 200 台ある。

2） チャージェーシュー

　交通面では、ターシェータンまで歩くと２時間、ラオカイまでは5.5時間を要する。ト

ラクターが１台あるのみで、車両は１台もない。電気は10か村中２か村150世帯に供給

されている。10 ～ 20 台の動力ミルがあり、電話はない。

3） マンロー

　交通面では、ラオカイ又はターシェータンまで行くためには、幹線道路を通る必要が

ある。ヒッチハイクでラオカイまでは20～ 40元、ターシェータンまでは４～５元であ

る。また、中国までトラクターで行けるが、36元かかり、郷内には車両もトラクターも

ない。電気は11か村中１か村５～６世帯にのみ供給されている。郷内には動力ミルも電

話もない。
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（3）ラオカイ地域

1） ホーピンシャン

　車両やトラクターでラオカイまでは10元かかる。郷内には11台のトラクターがある

が、車両はない。

　電気は18か村のうち、１か村にしか供給されていない。発電機は２台あるが、灯油が

高いため使われていない。

　郷内には 10 台の動力ミルがある。

　電話は数台ある。

2） タイピンシャン

　交通面では、ラオカイまでの交通費は５元だがほとんどの場合徒歩である。郷内には

30台のトラクターがある。27か村のうち10か村には電気が供給されている。動力ミル

は 50 台ある。27 か村のうち、３か村において 22 台の電話がある。

3） ロンタン

　交通面では、ラオカイまでの交通費は10元で、チンシェーホーまでは５元である。車

両は５台、トラクターは５台ある。電気は６か村中３か村に供給されている。動力ミル

は 19 台あり、郷内に電話はない。

4） タオシュエ

　交通面では、ラオカイまでは40元、帰りは50元である。郷内には車両が１台あるが、

トラクターは１台もない。発電機は８台あるが、電力は供給されていない。動力ミルは

１～２台ある。電話は 11 か村中４か村にある。

（4）まとめ

　交通面では、遠隔地の北部では地元住民は中国を経由するルートをとれるため、アクセス

は必ずしも悪くない。しかしコーカン地区内のアクセス状況改善は大きな課題としてある。

なかでもシンタンは最もアクセスの劣悪な地域で、郷内に道路が１本もなく、このことが教

育や保健医療を含むあらゆる生活面に悪影響を及ぼしている。ターシェータン地域では、マ

ンローに道路はあるものの、交通媒体が存在しないことが課題である。ターシェータンと

チャージェーシューを結ぶ道路は、雨期には特に状態が悪くなり、徒歩での通行も困難であ

る。電力供給面では、ほとんどの村において電気が供給されていない。また、各郷又は村に

は発電機はあるものの、灯油がないためほとんど使用ができない。
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３－５－５　ニーズマッピング

　ここではニーズに係る地域間の差異について述べるが、前章２－２－４（4）「社会基盤」と、

２－３－２の「支援提言」及び添付資料「農村基盤情報まとめ表」の記載も併せて参照されたい。

（1）北部地域

1） モータイ郷

食糧供給

十分な食糧自給を達成するための農業技術

水田開発と林業開発のためのタンルウィン川沿岸の道路建設

教育への支援

2） ホンアイ郷

食糧供給

灌漑水の確保：タラパコ川の水を活用できれば200ｔの収量を確保する水田開発が可能

となる。以前は川が２本流れていたが、自分たちでこの２本を合流させ、使用するよ

うになった。土砂崩れが起きているが、この修復に３万元を要することが分かってい

るものの、資金を捻出できずにいる。水量は多く、ホンアイから徒歩 2.5 時間の地域

にある。

飲料水：５か村において乾期には飲料水が不足する。水供給パイプを自分たちで造った

が、拡張と修復作業を要している。ポンロンチャイの結節点まで３km、チンタンまで

７ km、ミンインまで４ km となっている。

教育への支援

村落レベルのクリニック

道路建設：３か村において車両の通行できる道路がなく、残りの村でも道路はあるが未

舗装であるため、雨期の通行が困難である。

3） ソンカン郷

食糧供給

電気：ソンカンから３ km にあるチンペイホー川は水力が豊富で、水力発電に活用でき

る。

灌漑用水：チンペイホー川をモンホンティまでつなぐことは可能である。これが実現す

れば、600ｔの収量規模の水田開発が可能になると考えている。モンホンティからは

３時間の場所にある。
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4） シンタン郷

食糧供給

道路建設：ノンカンとチャールーチャイを結ぶ道路建設

灌漑用水

学校を運営できる資金と、いくつかのミャンマー語学校

保健医療：クリニック設置

（2）ターシェータン地域

1） ターシェータン郷

食糧供給

学校を運営できる資金

道路建設：ターシェータン－ラオカイ、ターシェータン－チャージェーシューの道路修

復、舗装

保健医療：必要十分な医薬品を備えたミャンマー政府の医療施設

2） チャージェーシュー郷

食糧供給

新しい学校建設

道路建設：チャージェーシュー－ターシェータン間

保健医療：ミャンマークリニック

電気：ミャオ族の村までの電力供給

茶の市場確保

3） マンロー郷

食糧供給

各村にミャンマー語学校建設、設置、併設。学校によっては補修が必要な場合がある。

保健医療：郷内にミャンマー政府の公的医療施設を設置する。看護師がコーカン語を話

せない場合には、村人が通訳を連れてきてコミュニケーションをとる。

言語：看護師やミャンマー語教員に対するコーカン語のトレーニングと成人へのミャン

マー語教育。

肥料：収量の増加。2003年のソバの収穫のあと、国境省と JICAから肥料の配布があっ

たが、運搬費が出なかったため、取りに行けない人もあった。

道路：郷内に石敷きの道路を建設する。
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水：郷内の全家庭に水道管を引く。

茶の価格を維持：（高級品質茶１バスケット 25 元、標準品質茶 10 元）

落花生の栽培

（3）ラオカイ地域

1） ホーピンシャン郷

飲料水：チョンサンソンでの状況が最も悪く、１フィートで５～６インチの穴が地面に

開いている程度である。バスケット１杯分を運ぶのに、30 分はかかり、水は茶色く

濁った泥水である。その他の水源もあるが、更に遠く急斜面を通って運ぶ必要がある

ため、あまり使われていない。同様の問題を抱えるのはチョンサンソンだけではない。

18か村中、１か村のみが竹パイプで小川の水を引くことができているが、それ以外の

村はほぼ同じような状況にある。山間に水源があることが分かっており、その水源か

ら水道管を引いてきたいとの要望があがっている。リーダーによると18か村中８か村

が、水源があるにもかかわらず水道管を引けていない状態である。

肥料：灌漑用水を引く可能性が少ないことから、すべて天水に頼った農業様式である。

このため収量を上げるためには肥料が不可欠である。

電気：18か村中１か村のみがラオカイを通じて中国から電力供給を受けている。これを

すべての村落に拡大したいと考えているが、チョンサンソン村に拡張するための工事

費は 12 万元と見積もられている。

ミャンマー政府の公的医療機関：可能であればコーカン語を話せる看護師を配置してほ

しいが、仮に話せない場合でも、村の人材を使って意思疎通を図れるようにする。

ミャンマー語学校：子どもだけでなく、できれば成人に対するミャンマー語教育もあれ

ば望ましい。

2） タイピンシャン郷

郷内全域に道路建設が必要

飲料水供給

教育：27 か村中、少なくとも 10 か村にミャンマー語学校を設置し、コーカン語を話す

教員を配置してほしい。そうすれば、5,000 人の児童のミャンマー語学校への就学を

リーダーが保証する、とのことである。

灌漑用水：灌漑用水路建設の技術を習得していれば、十分な食糧を生産できるはず。

適切な農業技術の習得。もし研修の機会があれば、郷長は各村から20人ずつ参加させた

いと考えている。農民の中には雲南省政府から１か月（３バッジ）のトレーニングを
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受けた者もいるが、基本資金がないため、習得した技術を適用することができない。

それゆえ、研修機会の提供と同時に、研修後の支援も重要であるとの意見があった。

ミャンマー語識字教育、できれば成人に対する識字教育が重要。

3） ロンタン郷

ロンタンパへの飲料水

ソバ、陸稲、トウモロコシ、野菜栽培用の肥料

ターロンタンとタークワシャンの道路建設

クリニックの設置

適切な農業技術に関する農民への研修（各村から最低１人ずつ）

成人に対する言語教育、ミャンマー語教員に対するコーカン語教育

4） タウシュエ郷

ラオカイへの道路

ラオカイからの電力供給

クリニック：国境省に対してミャンマー政府の公的医療施設を設置してほしい旨申請中

である。

学校のない村にミャンマー－漢語併設校の設置。学校設置の申請はしたものの、学校の

運営方法に係るノウハウを有していない。

最新の農耕技術：最近中国の研修に参加した農民がおり、その農民所有の農地ではウメ

の植樹を試行している。

３－６　新たに調査した郷・村落ニーズ調査

　本項では、今回の調査で初めて社会調査を行い、前項の地域間比較対照地域として取り上げら

れなかったシンホワ郷、チュンタイ郷の２郷、ノンカン村、モンホンティ村の２か村について、

地域開発ニーズに係る調査結果を示す。これらの地域は、2000年にソバ栽培技術の日本人専門家

がソバプロジェクトのC／P（コーカン特別区中央委員会のメンバー）と現場踏査と聞き取り調

査を実施したほか、これまで中国人以外の外国人がほとんど立ち入ったことのなかった地域であ

る。調査に同行したミャンマー中央政府関係者（ラオカイ駐在）でさえ、この地域に立ち入る機

会はこれまで極めて限定されていたとのことであった。

３－６－１　シンホワ郷

　シンホワ郷には22か村あり、1,030世帯、7,000人が居住する。民族構成はコーカン、リショー、
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パラワンとなっている（〔　〕内は漢語ローマ字表記）。

Shin Pin Kai〔Xin pin gai〕

Pa Ma Chan〔Fang ma chang〕

Si Chu Pa〔Si zhu ba〕

Se Kau〔Xie kao〕

Lon Kan Chau〔Long gang jiao〕 (Kokang & Lishaw)

Shau Nyu Chan〔Xiao niu chang〕

Twan Shan 〔Tuan shan〕(Palaung & Kokang)

Lan Pan Teng〔Lan ban deng〕

Lai Fu Tsu 〔Lai fu si〕(Palaung & Kokang)

Lein Shau 〔Leng xiao〕(Plaung)

Shan Ting Pa〔Shang ding ba〕

Sha Ting Pa〔Xia ding ba〕

Shau Son Kan〔Xiao cun gang〕

Shin Chai〔Xin zhai〕

Nam Kom Haw〔Nan kong he〕

Shan Man La〔Shang mang la〕

Sha Man La 〔Xia mang la〕(Palaung & Kokang)

Cha Ti Mo〔Zha di mo〕

Mon Nai Pa〔Meng nai ba〕

Pai Sha Ko〔Bai sha gou〕

Shau Hon Ai〔Xiao hong ai〕

Pan Ai Haw〔Pan ai he〕

（1）教　育

　漢語学校では、既に３校が閉鎖され、現在では郷内に５校しか残っていない。教員は

７人、児童は 330 人いる。シンピンカイ中等学校では、以前 80 人だった生徒が、他校の閉

校に伴って転校してきた生徒が増えたため、現在 130 人に増加している。そのうち 20 人が

寮生活を送っている。パーマーチャン村にはミャンマー語学校が１校ある。

（2）保健医療

　ビルマ共産党時代からコーカン人医師が診療所を開いて、住民への医療教育なども行って

いたが、最近死亡したので無医地帯になった。現在クリニックは郷内になく、薬局が３軒あ
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る。重症の場合には、コンジャンのミャンマー政府のクリニックに搬送される。マラリアの

突発流行の際には、ロンカンチャウで 17 人が、トァンシャンで 19 人が、フーツーで８人が

死亡した。ミャンマー政府とコーカン－中国合同医療チームは、シンピンカイで治療活動を

行っている。

３－６－２　チュンタイ郷

　チュンタイ郷には 18 か村あり、820 世帯、5,647 人。民族構成は、コーカン、ワ、パラワンが

居住している（〔　〕内は漢語ローマ字表記）。

Lan Pi Lin〔Lan pi lin〕

Ta Kon Sa 〔Da gong sa〕(Palaung)

Yang Sau Tang 〔Yang cao tan〕(Palaung)

Ma Lu Shwe 〔Ma lu shui〕(Palaung)

Ma Chi Chai 〔Ma zhi zhai〕(Palaung)

Ta Man No 〔Da mang nuo〕(Palaung)

Sau Pa Chai 〔Cao ba zhai〕(Palaung & Wa)

Sau Chi Shu〔Xiao qing shu〕

Mau Mae (Wan Shan)〔Mang mei wang shan〕 (Palaung & Kokang)

Man Kan〔Mang gang〕

Chui Nye 〔Jun nue〕(Wa)

Sha Man Sa 〔Xia mang sa〕(Palaung)

Shan Man Sa 〔Shang mang sa〕(Palaung)

Man Mao 〔Mang mo〕(Palaung)

Lo Ko Chai 〔Lao gao zhai〕(Palaung)

Chau Min Shan〔Zhao ming shan〕

Ta Pau Pau〔Da bao bao〕

Hwa Chu Shan〔Hua qiao shan〕

（1）食糧供給

　全世帯が４か月分の食糧しかない状態にある。この地域において 2003 年 10 月から 12 月

にかけて、WFP は１人当たり 13.5kg のコメを配布したが、これはひと月分の食糧にしかあ

たらなかった。Food For Work のプログラムに参加して、もうひと月分が供給されたため、

全部で６か月分の食糧が確保され、その後は薬草や野生植物を採取し、小売りすることで多

少の生計につなげており、雨期には、タケノコや、ジャガイモ、球根を食することもあるも
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のの、雨期前に早急に食糧を供給することが求められている。人口の70％が、食糧を得るた

めに働いており、同村の出身者のなかにはラオカイで乞食をしている者も出ている。15の郷

のうち、チュンタイ郷は最も貧しく劣悪な生活状況にある。

（2）交　通

　郷内にトラクターも車両もない。またコンジャンまで歩いた場合の距離は４時間かかる。

郷内に電気と電話があるのは、郷長の家のみである。

（3）教　育

　学齢人口は1,000人以上いるが就学児童は2000年当時で300人、現在は123人である。漢

語学校は４校あるものの、そのうち１校については、今学期は開校するか定かではない。教

員は４人、給与は2,800～ 3,400元で、学費は120～ 160元となっている。郷内にミャンマー

語学校が１校マンサーにあり、教員２人に対し、20 人の生徒が学んでいる。

（4）保健医療　

　郷内にクリニックはなく、病気の際にはコンジャンまで行く必要がある。以前はシンピン

ガイのコーカン人医師の所に行っていた。患者を搬送する際には、人手で運ぶことが多い。

2003年11月のマラリアの突発流行の際には、40人以上が亡くなったが、その際にはコンジャ

ンのクリニックまで搬送することができず、治療を受けずに死亡したケースばかりであっ

た。

（5）ニーズ

電気：乾期にも干上がらず、ランピーリンから歩いて１時間のナンヤンホー川に、水力発電

施設を建設したいと考えているが、そのコストや実現可能性について検討したことはな

い。

ランピーリンのクリニックで無償診療サービスを提供する。

特に建物、家具、学費の面で、教育への支援が必要である。

飲料水：水源がランピーリンから２ km の場所に１つあり、２か村に水を供給するために、

３kmの水道管を引くことが必要である。郷長がコンクリートのタンクを寄付しており、

プラスチックの水道管が引かれているが、耐久性が悪いため、鉄の水道管への変換工事が

求められている。
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３－６－３　ノンカン村

　インシン郷に含まれる（村長は U Cha Tsu）。村内人口は 800 人、108 世帯（うち 25 世帯がリ

ショー、他はコーカン）。2002 年当時まだケシを栽培していたころには、年間平均所得が１万～

１万5,000元であった。その収入からブタや牛を購入したが、病気のため死亡して財産を失った

ケースが多い。

（1）食糧供給

　2002年以前は、全家庭でケシを栽培しており、通年十分なコメを食することができた。し

かし現在では、16.6％に当たる18世帯のみが、コメとトウモロコシを混ぜてようやく十分な

食糧を確保できるのみであり、残りの 60 世帯（55.5％）は６か月分、27.9％は日々の農業労

働の日当でようやく食することができる。また、トウモロコシ（以前はｔ当たり15～18元、

現在は７元）や茶（以前は１バスケット当たり５～ 15 元、現在は２～ 2.5 元）、家畜（鶏肉

１バスケット 40元が現在は12 元）の値段が暴落していることも、十分な食糧を手にするこ

とができない原因になっている。さらに、就労機会も少ないため、タンルウィン川の砂金取

りに出かける者もいる。平均で 20 人の労働で１ｇの金を獲得でき、これがシンピンカイで

は 72 元で売れる。現在では 50％の世帯が砂金採集に依存している。

（2）農　業

　25世帯のみが水田を有しており、その他の世帯は１世帯当たり１エーカーの農地を有して

いるのみである。この２か年ほど肥料なしで栽培しており、2003年のコメの収穫も雨不足か

ら不作であった。

（3）交　通

　郷内には車両やトラクターは存在しない。シンピンカイに行くにはトラクターで３～５元

を要し、徒歩では３時間かかる。チャールーチャイまでは徒歩道しかなく、３時間以上を要

する。調査団の徒歩では８時間を要した。地元住民がよくマーケットに買い出しに行く中国

領土内のシャオカイに行くには、中国国境のフェリーボート代５元と、バス代８元、又は徒

歩で４時間の道のりである。ラオカイに行くには、ソンカンまで歩き、ホンアイまで30元、

中国領土を経由してナンサンゲートまで25元、ナンサンゲートからラオカイまで10元を要

する。村人 U Lou Kyane Lyan（36 歳）の話では、彼は 13 歳のときに１度ラオカイまで行っ

たことがあるものの、ほとんどの村人はラオカイに行ったことがなく、むしろ中国側に行く

機会の方が多いとのことである。
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（4）その他の施設・設備

　電気の供給はなく、郷長の家に発電機があるが、現在故障中である。車両、トラクター、

電話はない。動力ミルは４台あったが、現在２台が故障中である。

（5）教　育

　2003 年度までは漢語学校があったが、現在は運営の危機にある。ノンカンの学校委員会

は、３人の委員と会計１人で構成されている。2002年度までは教員には年間7,000元の給与

を支払っていたが、2003年度にはこれが5,600元となり、2004年度はその金額も支払えない

ため、開講の目処が立っていない。村内にいる 180 人の学齢人口のうち、40 人の生徒がい

る。学費は250元であったものが、2003年には130元にまで下がってきたが、それでも就学

児童数は減る一方である。周辺の最も近い漢語学校はシーチューパーで、ノンカンからは徒

歩４時間の道のりである。シーチューパーにはミャンマー語学校もあったが、生徒が来ない

ため、2003 年に取りやめになった経緯がある。また、2002 年以前は数人の生徒がラオカイ

まで就学していたが、2002 年以降はそのようなケースもなくなった。就学児童の男女比は

３：１である。

（6）保健医療

　村にはクリニックがなく、最も近いクリニックまででも３時間の徒歩を要する。主要疾患

は①マラリア、②胃炎、③下痢、④風邪である。重症患者をラオカイまで運ぶのは不可能で

あり、コンジャンまで搬送するのですら困難である。村には車両もトラクターもなく、シン

ピンガイのクリニックまで人手で搬送するよりない。シンピンガイのクリニックのコーカン

人医師は死亡したため、クリニックは閉鎖された。

　2003 年のマラリア突発流行時には、82人が罹患し、４人が死亡した。その間14人の中国

人医師（北京から来たとのこと）が地域を巡回し治療活動を行ったため、４人の死亡と比較

的少なくて済んだと思われている。ミャンマー中央政府派遣の医師は中国人医師団に遅れる

こと数時間で巡回に来たが、患者は中国人医師の治療を既に受けていたあとであった。中国

人医師もミャンマー人医師も血液検査をし、マラリアであると断定した。医師が到着する

前、村長の息子もマラリアに罹患していた。まず中国のシャウカイ病院に連れて行ったが、

回復せず２日間意識不明の状態が続いたため、より大きい病院に移して経過をみたところ回

復したという。
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（7）ニーズ

食　糧

灌漑用水：チンパホー川まで村から徒歩３時間の距離である。村長によれば、ミャンマー民

族民主同盟軍（MNDAA）本部から人が派遣され実測調査を行ったことがあり、水田開発

をすれば、400 ～ 500 ｔの収量規模が期待できるとの話である。

肥料：この２年間肥料なしで作物を栽培している。

クリニック

中国語とミャンマー語学校の併設を望む。最も近い学校でもシーチューパーで、ノンカンか

ら４時間の距離である。

道路：ラオカイとコンジャンの間の道路が建設されれば、安価な値段で村までバスが開通す

るのでは、と期待している。

３－６－４　モンホンティ村

　ソンカン郷に含まれる（村長名は U Ai Ae）。52 世帯、330 人。１世帯のみがコーカンで、あ

との 52 世帯はみなパラワンである。農業労働者として中国のシャウカイ村で、日当５元＋３食

付きの収入を得られる口がある。ソンカンでは４～５元＋３食付き、食事が付かない場合は10元

の収入となる。ほとんどの村人が以前もケシ栽培をしておらず、もともと貧しい地域であった

が、現在の状況では仕事の口が以前より減少し、生活維持が困難になっている。

（1）食糧供給

　２世帯のみが１年を通じてコメを、15％がコメとトウモロコシを合わせて１年食すことが

できる。しかし66％の世帯がコメとトウモロコシを合わせて半年分の食糧しかなく、残りの

世帯は貯蓄食糧が全くなく、一年中その日暮らしをしている。村全体では天水に頼った水稲

耕作で 60 ｔの収量しか期待できない。

（2）教　育

　チンペイターチャイ村の漢語学校に通う。チンペイターチャイ村より近いソンカン村にも

学校があるが、貧富の差が少なく差別が少ないため、児童はチンペイターチャイ村に好んで

通う。2002 年には、チンペイターチャイ村まで徒歩３時間の道のりを４人の子どもが就学

し、学費は 100 ～ 150 元であったが、同学校が 2003 年に閉校したため、モンホンティ村の

就学児童はゼロになった。村人はすべてコーカン語を話すことができるが、読み書きはでき

ない。筆記のメッセージを受け取った場合は、村を通りがかった人に読んでもらうしかな

く、言語障壁が極めて高くなっているといえる。
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（3）保健医療

　村にはクリニックはなく、ソンカンに中国人の民間クリニックがあるため、片道２時間を

要する。主要疾患は①マラリアと②胃炎で、マラリアは５月から８月の間に多く、毎年１～

２人が亡くなる。2003年 11月のマラリアの突発流行時は、20人が罹患し、３人が亡くなっ

た。巡回してきた医療チームはなく、罹患患者のなかには伝統薬で回復した者や、ソンカン

の病院まで搬送されて治療を受け回復した者がいる。その場合治療には20～30元を要して

いる。

（4）村の住民組織

　村には村長、副村長、書記がおり、問題があった場合には村集会を開く。例えば飲料水用

タンクの建設に4,000元が必要だった際には、各家庭から50～ 250元を集金しており、村の

総意に基づいて事業を行う際に共同出資金を収集するしきたりはある。また個人的な問題が

ある場合には、村人はまず村長に相談するようである。

（5）ニーズ

学　校

クリニック
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第４章　社会開発に向けた提言

　本章では、前章におけるケシ栽培撲滅前後における変化の地域別比較分析に基づき、社会開発

に向けた提言を述べる。まず本調査における聞き取り結果で明らかになった、地域開発のニーズ

を整理し、そのうえで、特に保健医療と教育に絞って、前章の概況で説明した環境下における今

後の方針についての提言をまとめる。

４－１　提　言

４－１－１　地域開発ニーズ

　本節では、前章の詳細な地域別ニーズ聞き取り調査結果に基づき、食糧、保健医療、教育、施

設・設備の各分野において、コーカン特別区全体を鳥瞰したうえで、最も優先度の高い郷や村を

確認する。

（1）食　糧

　食糧不足は大変深刻な問題であり、年々悪化している点に留意が必要である。食糧供給の

優先順位が高いのは、インシン郷、ソンカン郷、ホンアイ郷、チャージェーシュー郷、モー

タイ郷の５つの郷である。また、中期的に食糧確保量を上げるためにも、収入を安定化させ

る必要がある。ケシ撲滅後の主要換金作物としては、これまでも栽培してきた茶に注目する

ことができるが、2003年より茶の市場が不安定で価格が暴落していることから、茶市場の開

拓と価格の安定化に貢献する施策が求められている。

　このように、食糧確保量を上げるためには、当面の飢えをしのぐための緊急的な食糧供給

と、同時に中長期的に食糧自給ができる生活体系を確立する必要があり、肥料・種子、農業

技術、水供給、道路建設、保健医療、教育を含めた包括的な支援を必要としている。肥料・

種子、農業技術については第Ⅲ部第１章、水供給、道路建設については同第２章の提言を参

照することとし、ここでは特に保健医療、教育に係る提言を述べる。

（2）保健医療

　保健医療分野の聞き取り調査の結果では、15 人の郷長・村長のうち 10 人が、公衆衛生の

確立と保健医療施設（クリニック）の設置の優先性を唱えている。ミャンマー中央政府派遣

の看護師からの聞き取り調査では、２～３年前までは、地域住民は中国人医師・中国からの

医薬品しか信用しない傾向があり、ミャンマー政府公的医療施設での月間外来患者数は１～

２人の場合もあったというが、2003 年からは住民側に金銭的なゆとりがなくなったため、

徐々にミャンマー政府の公的医療施設における外来患者数が増え、現在では平均 30 人、疾
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病の多い時期には 60 人程度の外来患者があるとのことである。この場合、例外なくミャン

マー中央政府派遣の看護師はコーカン語を独自に学び、地域住民との良好な関係を構築する

ことに配慮している。つまり、地元出身の看護師を配置し、医療施設における薬剤の供給量

を安定化させれば、診療代・薬代が比較的安価で、かつ確実なトレーニングを受けた看護師

の配置されているミャンマー政府の医療施設には、今後もより多くの住民が依存するように

なることが見込まれる。

（3）教　育

　多くの村の漢語学校では2003年から2004年にかけて全地域的に閉校が続いており、聞き

取り調査を行った15人の郷長・村長のうち、８人が教育面での支援の重要性を訴えている。

７人が新しい学校建設を、４人が既存の学校の運営資金を、残りの２人がその両方を求めて

いる（複数回答）。表４－１は、学校に関する優先順位を示した表である。

　2000 年の調査と比較すると、ミャンマー語学校への支援に対するニーズが高くなってお

り、郷長や村長のミャンマー語に対する意見に変化がみられる。現在では、ほとんどがミャ

ンマー語は将来のために重要である、と認識しているが、2000年には外国語としてしかみな

していなかった。このことは、ミャンマー語の拡充を図るための意識改革が進み、今後ミャ

ンマー語の識字率を高めていくうえで、より良好な環境が整えられたことを意味している。

出所：聞き取り調査結果から2004年プロジェクト形成調査団作成

No.
１
２
３

４

５

６

７

８

村
ノンカン村
モンホンティ村
チャールーチャイ

シャウチャイ

シャークータン

チャージェー
シュー

ホースーシャン

チンサイタン

郷
インシン
ソンカン
インシン

タイピンシャン

タイピンシャン

チャージーェ
シュー

マンロー

マンロー

家計の数
108
52
?

60

72

75

56

学校の有無
無
無

中国語

無

無

中国語・ミャ
ンマー語併設

無

無

備　考
周辺の村落からも登校あり得る。
周辺の村落からも登校あり得る。
周辺の村落からも登校あり得る。
パッセンジョーから１時間以上
徒歩の距離で、周辺の村落から
も登校あり得る。周辺４か村か
ら１時間以内の徒歩圏内に346世
帯が居住する。
パッセンジョーから 1.5 時間以
内 の徒歩圏内。周辺に１か村あ
り、５分以内の徒歩圏内に92世
帯が居住する。

新校舎はなし。

チンサイタンに小学校があれば、
徒歩通学圏内である。

表４－１　学校に関する優先順位
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同時に、ミャンマー語学校の抱える課題も浮き彫りになっている。村人との良い関係を構築

するためには、ミャンマー中央政府派遣教員もコーカン語を学ぶ必要性は高い。可能なら

ば、教員に３年間のアサインメントを与え、何らかの動機づけを与える必要があり、複数の

教員を一時期に異動させない等、人事異動システム上の配慮が必要である。

（4）その他の施設・設備

　シンタン郷では、道路建設が最重要課題である。徒歩・ラバ以外の交通手段が皆無で、外

界と遮断されていることが、シンタン郷のあらゆる公共機能（保健医療や教育）を脆弱なも

のにしているという点を勘案すると、特にソンカンとチャールーチャイを結ぶ道路の建設が

喫緊に必要である。次いで、ラオカイとターシェータン間を結ぶ幹線道路、またターシェー

タンとチャージェーシューを結ぶ道路、タイピンシャン郷内の道路網の建設のニーズが高

く、裨益効果を勘案しても優先取り組み事項であるといえる。

　電力では、ソンカンのニーズが最も高く、水供給では、ソンカンから３ km 離れた場所の

水力発電設置のニーズが高い。ホーピンシャンはホンシンソン村では、既に中国からの電力

供給が行われているが、この電線網拡張工事を行うことが求められている。また、タウシュ

エではラオカイから電線を引くことが求められている。

（5）まとめ

　包括的にみると、コーカン特別区全体において緊急対応を要し、かつ支援実施の有効性が

最も高い地域は次の６つで、主に食糧、水、肥料供給、道路建設、公的保健医療サービスの

拡大が優先事項となった。

①　ホーピンシャンの食糧、灌漑・飲料水供給と肥料

②　マンローの食糧供給、クリニック設置による保健医療サービスの拡充、肥料、茶葉

の価格安定化

③　タイピンシャンの食糧供給、水供給、道路建設

④　チャージェーシューの食糧供給、茶葉の価格安定、クリニック設置による保健医療

サービスの拡充、道路建設

⑤　ロンタンの食糧供給

⑥　ターシェータンの食糧供給

　食糧、水、肥料供給、道路建設については、既に前章までで提言が述べられていることか

ら、本章では、公的サービスの拡大、特に保健医療と教育分野における今後の課題と対策に

ついて述べる。
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４－１－２　保健医療分野の課題と対策

　第３章３－２で述べたとおり、コーカン特別区における保健医療分野の課題は、（1）医療サー

ビス供給能力と機能を高めること、（2）公衆衛生システムを構築すること、である。それぞれの

詳細な対策の例は、以下に示す。

（1）医療サービスの拡充（レファラル・システムの確立）

・既存の病院、クリニックの施設・設備・機材整備、医薬品供与、診断・検査・治療技術機

能強化

・医療スタッフに対するミャンマー語／漢語トレーニングの実施

・既存のミャンマー側行政人事制度上のコーカン出身医師・看護師呼び戻し採用優遇措置の

導入

・受益者負担制度の見直しと周知化

・公的医療施設での治療（出産）奨励と、そのための補助金、移動手段の確保

（2）公衆衛生の拡充

・Dispensary の施設整備・機能強化と、Sub Health Center の設置

・コミュニティー・ヘルス・ワーカーの育成

・コミュニティーへの必須医薬品配布、設置による疾患の早期治癒推進

・スプレー散布、蚊帳、抗マラリア剤配布による主要感染症（マラリア）の予防

・適切な教材作成と配布による、

－安全で十分な水とトイレ設置に基づく衛生教育

－食糧と栄養摂取量の増加に基づく適切な栄養教育

－家族計画と母子保健に係る知識の普及

　ケシ栽培時には公的医療機関に依存しなくても、ある程度の収入が確保されていたため、個人

の経済的負担の度合いによって、保健医療サービスの質や種類を選択できる幅が確保されてい

た。また社会の富裕層が寄付などにより、社会的弱者の治療費負担を行うなど、弱者救済の習慣

がある程度は存在していた。しかし、ケシ栽培撲滅後は、社会全体が相対的な貧窮に陥り、緊急

かつ広範囲に公的な支援を必要としている一方で、ケシ栽培時に増大してきた人口を支えるだけ

の公的保健医療サービス供給能力は育ってこなかった。

　こうした環境においては、当面、2003年のマラリア突発流行のような重症疾患による死亡を減

少するための緊急的な対策をとらざるを得ないが、と同時に中長期的視野で、地域社会に公衆衛

生のシステムを構築していくことが重要になる。その場合、いかなるシステムの構築が適してい
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るのか、ミャンマーの他地域と同様のシステムにするのか、又は特別自治区としての特徴あるシ

ステムにするのか、等の戦略策定が不可欠となる。この点において、これまで保健医療分野の開

発計画実施は、国境地帯の開発の責任省庁として国境地域民族開発省（国境省）が行ってきた

が、これに加え保健省の積極的な介入がますます重要になっている〔添付資料４．（528 ページ）

参照〕。

　保健省も、国境省の主催する国境対策委員会の下部委員会（保健医療分野）に保健省医療局課

長を派遣し、また2003 年 11月のマラリア突発流行時には現地視察医療団を派遣、その他予防接

種供与計画を開始する等、当該地域における介入の度合いを深めてきている。しかし疾病対策に

不可欠となる公衆衛生システムの構築については、今後保健省保健局が中心となり、戦略策定を

行う必要がある。このため、本調査団は保健局（感染症対策・公衆衛生の担当副局長、JICAミャ

ンマー事務所、同保健省派遣中 JICA マラリア対策専門家同席）と協議を行い、以下の点につい

て今後の方針を確認した（面談記録は添付資料５．参照）。

・　保健省の当該地域における最優先取り組み事項は、2003 年 11 月のようなマラリア突発流

行を未然に防ぐことであり、そのために罹患・発症率の高まる雨期前（2004 年６月ごろま

で）に蚊帳・抗マラリア剤の配布・スプレー散布等の対応策をとる必要性がある。

・　コーカン地域は公衆衛生のシステムが未整備であり、緊急的な対応と同時に中期的な保健

医療開発戦略の策定が不可欠である。2004年４月以降に中央レベルで保健省－JICAが計画

策定の協議を行い、保健省と JICA が合同で現地調査を行い、開発計画を策定することが望

ましい。

４－１－３　教育分野の課題と対策

　第３章３－３で述べたとおり、コーカン特別区における教育分野の課題は、（1）公教育制度の

確立、（2）ミャンマー語を含む識字教育の推進、（3）スキル・トレーニングを含むノンフォーマ

ル教育を通じた所得向上と農民組織化の推奨、それを支える（4）コーカン特別自治区側の行政

能力強化、があげられる。それぞれの詳細な対策の例は、以下に示す。

（1）公教育制度の確立

・適切な公教育カリキュラムの策定（段階的に試行・導入し、内容においてはコア部分、地

域特有部分の割合に留意する）

・適切な公教育教材の開発・作成・配布（ミャンマー語／漢語）

・教員採用・派遣・監督制度の見直し（ミャンマー語教員）

・教員給与補填と奨学金プログラムによる初等教育就学と修学へのモチベーション強化

・学校補修・改築・建築計画を策定する（その際、設備・家具・寮を含め、現地の事情に適



－ 500 －

した標準仕様を作成し、その仕様にのっとる）

（2）ミャンマー語を含む識字教育の推進

・コミュニティー・ラーニング・センター（テレビホール／集会所／含学校）の設置

・適切な識字・言語教材の開発・作成・配布（ミャンマー語／漢語）

・コミュニティー教員に対するミャンマー語トレーニングの実施

・村落リーダー・女性に対するミャンマー語トレーニングと国内スタディ・ツアーの実施

（3）農民組織化と所得向上の推進

・マイクロ・クレジットの導入による移動手段の確保

・新産業育成とノンフォーマル・スキル・トレーニングの実施（食品加工・裁縫・竹細工・

紙等）

・学校運営委員会、水利組合、女性グループの組織化（集金・監督）

（4）コーカン特別自治区側の行政官能力強化

・奨学金による大学入学資格（11 学年修了）者の育成と有資格者の国内大学進学（医科・

工科・農科、経済、教員養成大学）支援

・優遇措置によるコーカン出身者の呼び戻し採用

・住民登録制度導入の検討と試行的実施に係る財政支援

　教育事業は特に長期的視野で取り組む必要があることから、食糧供給の課題に解決の見通しが

立ちしだい、可能な限り早期に着手することが望ましい。人材の育成には時間を要し、地域社会

の体力回復には更に時間を要する。コーカン特別区全体で 3,000 ～ 4,000 人の生徒が中途退学を

余儀なくされており、本調査実施中にも多数の閉校した郷営・村営学校を観察したが、一度学校

から離れると、復学は容易でないばかりか、それまでの投資の効率性が激減し、地域社会全体の

ロスとなる。まずは喫緊で就学していた児童を学校に戻す、又は代替の教育機会を提供しなけれ

ばならない。さらに、二重、三重の言語障壁は、コーカン特別区の地域発展のあらゆる側面で阻

害要素となるため、ミャンマー語を含む識字率の全体的な底上げを児童、成人をそれぞれ対象と

して図る必要がある。その過程では、所得向上等のモチベーションに裏づけられたフォーマル、

ノンフォーマル教育を推進することが有効である。また、技術者・専門家の不在は、地域の発展

の深刻な阻害要素であると受けとめ、地域出身者の呼び戻し・育成・雇用は、可能な限り早期か

つ長期的視点で着手する。その際には、コーカン民族のネットワーク（マンダレーコーカン分科

会）等を活用したり、教員採用や高校・大学進学制度を見直す等、分野横断的に制度改善の検討
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と実現に向けた働きかけが求められるが、これには教育省の積極的介入が不可欠である。

　教育省も、国境省の主催する国境対策委員会の下部委員会（教育分野）に基礎教育局 No. １局

長を派遣し、2003年から年２回の識字プログラムを実施したり、ミャンマー中央政府派遣教員の

人数を徐々に増加するなど、当該地域における介入の度合いを深めてきている。これに加えて、

二重カリキュラムの整備、教員研修、ノンフォーマル教育の開始のためには、ミャンマーの他地

域におけるノウハウとシステムを有する教育省が中心となり、教育開発の戦略策定を行う必要が

ある。このため、本調査団は教育省基礎教育計画訓練局（DEPT）、基礎教育局 No. １（DBE1）、

教育研究所（MERB）（各局長、JICA ミャンマー事務所同席）と協議を行い、以下の点について

今後の方針を確認した（面談記録は添付資料５．参照）。

　2004 年４月以降の調査及び今後の開発計画策定段階においては、まず中央レベルで教育省－

JICA が協議を行い、そのうえで合同で現場調査に入ることが望ましい。

　MERBは適切なカリキュラム・教材開発を行うために必要なノウハウと人材の提供について積

極的に取り組む用意がある。MERB で既に開発済みの教材〔識字・非公式教育（NFE）〕の現地

適用性を確認するために、既存教材のうち有用性が高いと見込まれるものについては、漢語への

翻訳作業に早急に取りかかることが必要である。

　DEPT はコーカン地区の特殊カリキュラムを改定し、認定する機関であり、４月以降の調査及

び詳細な計画策定、また合同調査において巻き込む必要がある。

　DBE2（上ビルマ担当・マンダレー）はコーカン地区における教員派遣や学校認定を行う窓口

となっており、４月以降の調査及び詳細な計画策定段階では、同機関を巻き込むことが重要であ

る。

　同様に、州教育局（State Education Office）は区教育局からあげられる教員派遣や学校認定な

どの要請を受理・審査し、DBE2 に報告する役割を担っているため、計画策定段階における巻き

込みが重要である。

　教育開発計画実施の組織構成としては、国境省が調整機能をもち、国境対策委員会教育作業部

会が実施機能（教育省副大臣の指揮命令系統下）、DEPT、MERB、DBEs メンバーから成るタス

クフォースがアドバイザリー機能を有する。

　事業実施の際は、教育省からフィールドオフィサーを選定し、この監督にあたらせる。フィー

ルドオフィサーは地元住民やコーカン政府教育担当幹部と協議をしながら、国境対策委員会作業

部会の指示を得つつ教育（ノンフォーマル教育を含む）実行計画を実施する。

４－１－４　地域開発計画策定における留意事項

　社会開発においては、特に計画策定はトップダウンではなく、コーカン特別自治区の地域住民

やミャンマー政府側関係者が主体的に活動できるよう、自主的に行われるような環境を提供する
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ことに留意する。保健医療にしても、教育にしても、伝統的なシステムが機能しなくなった社会

において、新たな公共サービス供給システムを根づかせていく作業は、多くの政治的課題の解決

が伴わなければ効果的ではない。ミャンマー中央政府、コーカン特別自治区中央委員会、地域住

民の三者間に、それぞれのオーナーシップとコミットメントが引き出されるよう留意した地域開

発計画の策定が望ましい。

４－２　対象地域におけるドナーとNGOの動向、連携可能性

　本項では、JICAによるコーカン特別区地域開発の協力方針や、事業実施のエントリーポイント

を検討するにあたり、当該地域において事業実施が予定されている他ドナーや NGO の動向を整

理し、連携可能性を検討するための材料として提示する。

　ヤンゴンにおける聞き取り調査で訪問した機関は、まず、①当該地域で草の根無償案件を実施

している在ミャンマー日本大使館、②中国－ミャンマー国境地帯全域におけるケシ栽培撲滅を推

進してきた国連薬物犯罪事務所（UNODC）、③近く食糧供給計画（フェーズⅡ）を行う世界食糧

計画（WFP）、④ WFP の Implementing Partner として食糧無償配布や Food For Work などの活動

を開始する NGO（ADRA、AMDA、World Vision）の６機関である（面談記録は添付資料５．を

参照）。このほか、当該地域での活動を予定しているNGOに、CAREやKarunaがあり、これらの

NGO の活動計画に係る情報は引き続き取得することが望ましい。

４－２－１　在ミャンマー日本大使館

　現在進行中の案件として、ラオカイ病院・人民病院機材供与計画（実施機関：AMDA）があり、

コーカン特別区における医療サービス供給の拠点となる２病院における機能を強化することを目

的としている。前章で提示した地域開発ニーズのいくつかは、「人間の安全保障草の根無償」案

件としての申請が有効である。

４－２－２　UNODC

　主にワ特別自治区 No.４において、地域開発事業を展開している。コーカン特別区では、ケシ

栽培状況の確認調査や、国境省の要請でアドホックに行った小規模インフラ事業の実績がある。

ワ特別区のパンサンにある事務所に加え、近くコーカンに連絡事務所を設置する計画がある。

４－２－３　WFP

　2003年 10月から 2004 年１月まで実施した、コーカン地区食糧供給計画（フェーズⅠ）に引き

続き、2004年５月から１年間の予定で、国境地域食糧供給計画（フェーズⅡ）を実施することに

なっている。ケシ撲滅を達成した地域における、一時的な食糧不足からの農民を救済するため、
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コメ 9,700 ｔを供与する。コーカン地区に 70％、残りはその他の旧ケシ栽培地域（ワ地区、その

他北シャン州等）を対象とする。実施機関として契約を締結するNGOは2004年３月時点で９つ

候補があげられている。コーカン地区で活動するNGOはADRA、AMDA、World Vision、CARE、

Karuna の５団体の予定である。

４－２－４　NGO

（1）ADRA

　ラオカイ周辺、ナムティ、パッセンジョーの 19 村を対象に Food For Work（850 ｔ）と学

校給食プログラム（400 ｔ）を通じて、1,350 ｔのコメを配布する。フェーズⅠ（対象地域

シャオカイ周辺）に引き続いての活動となる。

（2）AMDA

　2004 年度に JICA 草の根技術協力事業で「コーカン特別区プライマリー・ヘルス・ケア改

善計画」を実施する予定である。この事業では、コミュニティー・ヘルス・ワーカーの育成、

給水設備の整備、薬剤制御システムの整備、予防接種率向上のための活動を実施する予定で

ある。また同事業の活動拠点となるHealth Dispensaryのあるナムカム、シオー、マントンパ

周辺の 29 か村、1,200 人を対象に WFP の実施機関として、Food For Work、学校給食プログ

ラム、弱者無償配布プログラムを実施、500 ｔのコメを配布する計画を立てている（2003 年

３月現在）。

（3）World Vision

　2004 年度に JICA 草の根技術協力事業で「コンジャン地区貧困対策プログラム」を実施す

る予定である。この事業では、コーカン特別区内で最も貧しいコンジャンで、スキルトレー

ニングを通じた所得向上や、主要代替作物の導入と栽培技術支援を行う計画である。また、

コンジャン（ホンアイ・モータイの北部地域を含む）を対象とし、WFPの実施機関として、

Food For Work（80％）と学校給食プログラム（20％）を通じて 1,300 ｔのコメを配布する。

北部地域での活動においては、雲南省に拠点を置くWorld Vision Chinaとの連携を計画して

いる。

　このほか、CAREはシャオカイ周辺、Karunaはマンパンとラオカイ周辺及びラショー周辺で、

WFPの実施機関として、Food For Workや学校給食プログラムを通じたコメの配布を計画してい

る。
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４－２－５　連携の可能性

　援助実施機関として、中長期的な戦略策定支援が求められる一方、緊急支援を同時並行的に行

う場合には、他分野での比較優位性をもつドナーや NGO との連携が有効に機能する可能性に着

目することも一案である。以下具体的な事業のエントリーポイントの例を示す。

・Food For Work（WFP ／ NGO）

・学校給食プログラム（WFP ／ NGO）

・医療施設建設・医療機材整備（NGO ／草の根無償・草の根技協）

・給水・トイレ建設（NGO ／草の根無償）

・学校・集会所建設（NGO ／草の根無償）

・所得向上・コミュニティーエンパワーメント（NGO ／草の根技協）

・主要感染症予防接種（UNICEF・WHO）

　JICAがミャンマー政府、コーカン特別区中央委員会、地域住民のパートナーとして地域開発計

画を支援する際には、これらのドナーや NGO との連携し、緊急支援のエントリーポイントとし

て活用することも検討に値する。社会構造が複合的で実態把握が困難であり、言語障壁が円滑な

事業進捗阻害要因となり、政治的に機微な環境でアクターが多様に存在し、かつ既存の制度や

データが著しく欠けている当該地域においては、地域開発計画を策定し、それを実施するのは困

難な作業である。一方で、タイムリーかつ十分な緊急支援が行われなければ、人間の安全保障の

危機的状況にさらされている当該地域の住民は、ケシ栽培に逆戻りをするか、さもなければ、更

なる生活レベルの悪化を招くことになりかねない。



添　付　資　料
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第１章　ミャンマー国境地帯が抱える問題の複雑性

１－１　ミャンマーの多様な民族構成

　ミャンマーは約5,114万人（2001年推定）の人口が135の民族によって構成されている。民族

構成比率をみると、多数を占めるビルマ族が69％、次いでシャン族（8.5％）、カレン族（6.2％）、

ラカイン族（4.5％）、モン族（2.4％）、チン族（2.2％）、カチン族（1.4％）、カヤー族（0.4％）と

なり、その他の移民を含む民族が 5.4％となっている（1983 年センサス）。

　ミャンマーはビルマ人が多く居住する７つの管区（Div i s i on）と少数民族が多い７つの州

（State）とに行政的に区分されている。ミャンマーの国の中心部には管区が、州は周縁の国境地

帯に分布している。

　ミャンマーの陸続きの国境は総延長5,876kmに及びバングラデシュ（193km）、中国（2,185km）、

インド（1,463km）、ラオス（235km）、タイ（1,800km）である。少数民族自体もミャンマー固有

というより、国境をまたがって近隣諸国に連続的に分布している例が多い。例えば、シャン族の

場合は、広義のシャン族は中国、ラオス、タイ、インド、ベトナムにも分布している。カレン族、

モン族、アカ族、ミャオ族、リス族、ラフ族はタイやラオスにも分布し、カチン族、ワ族、パラ

ウン族、ミャオ族は中国にも分布している。

　世界的にみても、ミャンマーは最も民族構成の複雑な国の１つといわれ、この民族構成にほぼ

並行して言語も多様な分布を示している。

１－２　国境地帯における少数民族とビルマ族、外部介入の歴史

１－２－１　英国植民地時代から独立時

　こういった多様な民族を抱える国は例外なく、多数民族と少数民族との対立問題を包含してい

る。ミャンマーも例外ではない。

　近代の歴史において少数民族問題が顕在化したのは、英国の植民地時代（1825 ～ 1948 年）か

らであろう。

　英国は植民地として占領した当時のビルマについて分割統治（Divided and Ruled）を行い、人

口が少ない国境地帯は地元の少数民族によって統治させた。特にカレン族に対してはキリスト教

を布教するとともに、行政官や軍人に積極的に登用し、中央のビルマ族をカレン族を使って間接

統治した。英国による分割統治及び一部の少数民族を重用した弊害として、例えば、第２次世界

大戦後もカレン族はビルマ族との融合に合意せず、「ビルマ」が（国として）独立したのではな

く、「ビルマ族」が英国から独立したのだという考えをカレン族にもたらし、それが 2004 年２月

までのカレン族によるビルマ族に対する反抗という形で尾を引いた。ビルマが英国から独立する

際、1947年にアウンサン将軍が国民統合を目的に少数民族の部族長を召集したパンロン会議を開
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催した。カレン族はこの会議に参加ボイコットをし、そのとき既にビルマからの分離独立を求め

てビルマ族との武力闘争路線を決めていたという。

　パンロン会議においては、カレン族を除いた主要少数民族代表はアウンサン将軍の説得に応じ

る形で、少数民族とビルマ族との対等性、少数民族側による自治を認めることによって民族統合

の合意に達した。しかしのちにパンロン会議の内容はアウンサン将軍の暗殺と共にほごにされた

形となり、それが少数民族側のビルマ族に対する不満の始まりとなっている。

１－２－２　中国国境地帯における国民党、ビルマ共産党による撹乱

　1948 年にビルマが独立を遂げたが、中国では 1946 年の毛沢東率いる中共軍と国民党との戦い

が始まっており、1950年にビルマと中国との国境地帯に国民党残党が逃げ込み、武力でもって少

数民族地帯へ侵入してきた。

　国府第８軍リ・ミ司令官に率いられた国府軍は、チャイントン一帯の村落を焼き払ったうえで

占拠して居座り、台北からの工作により周辺地域や台湾からの増員を得て急速に勢力を拡大し

た。そして飛行場や訓練施設を建設しただけでなく、タイ領北部にも基地を有して米国製最新式

武器の空輸を受けつつ、中国本土やラオスに対する軍事行動に従事した。さらにカレンやシャン

の少数民族組織に働きかけて反中央政府武力行動共同戦線の結成に乗り出し、これら民族の分離

独立を工作するとともに、最新式火器を売り込んだ。彼らはさらに、英国植民地時代からこれら

地域一帯住民の主産業であったケシ栽培及びアヘン生産を武力でもって支配し、その生産を急拡

大して得た大量のアヘンをタイ経由で密輸出して巨富を得、その財政基盤とした。この麻薬産業

はのちに反共とシャン族独立を旗印に掲げるクン・サー一派やビルマ共産党等の諸反乱組織に引

き継がれていき、その勢力温存拡大の基盤となっていく（熊田１）。

　こういった形で中国、タイ、ラオス等と国境を接するミャンマーは冷戦時代のソ連、中共、米

国から直接・間接的に、特に少数民族がその影響を受けることとなる。現在は、既に国民党工作

もなくなっているが、国民党残党が残っている地域がシャン州にはあり、彼らは中国人移民とし

て居住している。

　その後、ビルマ共産党が活動を開始する。1968年に中国の軍事的支援を受けたビルマ共産党は

北シャン州へ侵攻し、モンコーを制圧しそこに本部を築いた。そこから５年間ほどでモンコーだ

けでなく、コーカン及びワ等シャン州タンルウィン川東部についても支配下に置き、さらに南部

のカレン族とも手を結び、少数民族と共にビルマ中央政府に対する共闘工作を開始した。

　しかし 1978 年には中国の 小平副首相が来緬し、ビルマ共産党への支援中止が約束され、中

国からの支援は途絶えた。そこでビルマ共産党が少数民族を巻き込んで中央政府を撹乱する危険

１　熊田徹、ミャンマーの民主化と国民統合問題における外生要因、アジア研究　47巻３号、2001年７月から引用
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性は回避されたが、ビルマ共産党は資金源として麻薬ビジネスへと手を広げていく。

　1973 年にはクン・サーとヘロイン生産・流通において一時手を結んだが、1980 年には北シャ

ン州で生産されたヘロインをタイに輸出するルートを確保するために、クン・サー率いる Mong

Tai Army支配地域（ロイラン地域）に攻め込み占領。そしてヘロインをタイに密輸するルートを

確保し、大規模な麻薬生産・反乱勢力となった。

　コーカン、ワ両地域もビルマ共産党に支配され麻薬生産は拡大された。1985年のビルマ共産党

中央委員会において麻薬撲滅が決定されたが、そのときには既にビルマ共産党支配下の少数民族

地域にはケシ栽培が大規模に広がっていた。このとき、コーカン地域においても、１～２年間ケ

シ撲滅が行われ、ビルマ共産党によって陸稲栽培が奨励されたことがあるという。

　その後ビルマ共産党は、内部分裂及び支配地域にて少数民族の民兵勢力が蜂起したことから弱

体化。民兵組織がビルマ共産党に代わって地域を支配することとなった。その民兵組織が麻薬生

産を引き続き行い、ミャンマー国内の麻薬生産量が急速に拡大する結果をもたらした。

１－３　国境地帯の麻薬問題

　ミャンマーの麻薬問題は、アヘン戦争後に英国によってケシ栽培がもたらされ、中国、タイ、

ラオス国境地帯の山間地で、外部の介入によって生産が拡大されてきた。シャン、カチン、ワ、

コーカン族等の中央権力の手が及ばない辺境地の諸民族によるアヘン生産は、英国植民地当局が

辺境地行政の方便として、19世紀後半にアヘン専売制の例外を設けてケシ栽培とアヘン生産・取

引を容認したものである。その基盤があったにせよ、少数民族は国民党やビルマ共産党に支配さ

れ麻薬生産が拡大したことが引き金となって、国境を越えて入手される火器によって武装し麻薬

生産を活動資金源とする形をなしてきた。これがミャンマーの国民統合を更に遅れさせていると

いえる。

　正にミャンマーの抱える少数民族問題の大きな原因となっているのは麻薬生産の問題である。

　ミャンマー中央政府は、1998年に国際公約として2015年までの麻薬撲滅宣言を出し、1999年

からの 15 か年計画で麻薬撲滅に取り組んでいる。

１－４　中央政府による少数民族問題と麻薬問題の解決努力

　中央政府は国民統合を目的として、現在も軍事政権を維持している。2003年８月30日には「民

主化へのロードマップ」が発表され、2004年５月17日の国民会議の開催の準備が進みつつある。

　しかし上述のとおり、まだミャンマー国内には武装した独自の兵力をもつ少数民族勢力が多数

分布している。これらの武装勢力がしだいに兵力を削減していく状況をつくり出すことが真の文

民統制につながり、民主化を促進することにつながると思われる。

　中央政府も麻薬生産を背景としている少数民族をいかに統合していくのかが大きな課題である
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といえる。それら少数民族は主にシャン州に分布していることは、ミャンマーにおけるアヘン生

産の90％がシャン州であることが物語っている。更にいうなら、シャン州におけるアヘン生産の

90％はコーカン及びワ地域からというデータもある。

　中央政府の麻薬撲滅に対する姿勢で評価されるべき点は、中央政府は軍事力を背景とした少数

民族との全面対決を避け、1990年半ばまで和平・停戦協定を締結した少数民族側から「ケシ撲滅

宣言」を引き出す交渉を続けてきた。そして2001年末までにほとんどの少数民族側からの「ケシ

撲滅宣言」を引き出すことに成功した。その後、これら地域においてミャンマー政府は法的統制

の段階に入ってきている（Drug Intelligence Brief ２）。

　中央政府の麻薬撲滅のストラテジーには４段階があり、①観察段階、②対話段階、③交渉段階、

④統制段階があるといわれる。麻薬生産を行う少数民族側が武装しているだけでなく、国内戦闘

状態になった場合の国内の混乱、そして混乱に乗じた外部からの不必要な介入をおそれているも

のと思われる。

　過去の欧米の報告書によると、2001年までは中央政府の麻薬統制は手ぬるいという批判もみら

れていたが、2002年あたりから特にアヘン生産について急激な減少を見せていることから、麻薬

撲滅への評価が徐々に高まっている。

　アヘン生産（推定量）に関しては、1996年の2,650ｔをピークに年々減少を続け、2001年まで

の５年間で865ｔにまで削減したことは驚嘆に値する。これは厳しい法的統制を実施しているか

らと思われる。一方でケシに依存してきた農民の生活が脅かされ、その支援が必要であることが

国連からも指摘されている。

２　Drug Intelligence Brief : May 2002から引用
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年 アヘン生産量（ｔ）ヘロイン生産量（ｔ） 特記事項

1980 160 13

1981 550 46

1982 600 50

1983 600 50

1984 740 62

1985 490 41
ビルマ共産党によって一時的にケシ撲滅の方向

へ進む

1986 900 75
ビルマ共産党の勢力が弱まり、少数民族による

ケシ生産が拡大

1987 1,078 90

1988 1,283 107

1989 2,430 203

ポンチャーシンによるビルマ共産党からの離反。

コーカン、ワ、シャンの第１～４特区までの和

平協定締結

1990 2,255 188

1991 2,350 196
カチン、パオ、パラウンの第５～７特区までの

和平協定締結

1992 2,280 190 ウ・ポンチャーシンの失脚（楊氏の反乱）

1993 2,575 215

1994 2,030 169

1995 2,340 195 コーカンでウ・ポンチャーシン復権

1996 2,560 213
コーカン及びワ地域にて初めてケシ撲滅が始ま

る。クンサーの投降

1997 2,365 197

1998 1,750 146 ケシ撲滅国際会議開催

1999 1,090 91
コーカン特区でケシ栽培統制が行われ南部では

成功したが北部で失敗。気候的にはケシは不作

2000 1,085 90
コーカン第１特区モンコー動乱。クッカイ、ム

セ地区でのケシ統制が強まる

2001 865 90
クッカイ、ムセ、モンコー地区での厳格なケシ

栽培統制

2002 830 NA コーカン特区で厳格なケシ栽培統制

2003 810 NA コーカン特区では食糧が不足

表１－１　1980 年から 2003 年までのミャンマーのアヘン及びヘロイン生産量の推移３

３　Drug Intelligence Brief : Feb 2001及び UNODC Opium Survey Report 2003から生産量のデータを引用
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第２章　コーカン特別区について

２－１　コーカン特別自治区について

２－１－１　和平協定締結と特別区制定

　ビルマ共産党軍の弱体化が進んでいる 1982 年ごろからビルマ共産党下にいたポンチャーシン

とビルマ共産党との間に、考えの違いから亀裂が入り始めていたことをビルマ中央政府軍部が察

知し、1987 年からコーカン民族の有力者であるローシンハン４及びローシンミンをネゴシエー

ターとしてポンチャーシンと接触を行い、ポンチャーシンがコーカン地域の有力者と共にビルマ

共産党から離脱し、中央政府と和平協定を締結するように工作した。

　そしてポンチャーシンはビルマ共産党から離脱するとともに1989年３月11日にビルマ中央政

府側と和平協定を締結した。その後中央政府はポンチャーシン率いるコーカン民族を不法組織リ

ストから外すとともに特別区としての自治権及び中央政府による開発支援を約束した。正式名称

は「シャン州コーカン第１特別区」である。

　コーカン地域に続いて中央政府はシャン州のワ、シャン、東シャン、クッカイ地域のカチン、

パオ、パラウン族のグループと和平・停戦協定を締結するとともに特別区を設立していった。

４　ローシンハン：クン・サーと並び麻薬生産・密売にかかわった。コーカン族。タイにて逮捕されミャンマーに送還され収監され

る。しかしその後釈放され、コーカン族と中央政府との和平協定締結にかかわる。現在コーカン文化会の会長を務め、中央政府

においては、民族問題アドバイザーとして働く。

表２－１　シャン州における特別区（第１～７区）リスト

地　域

シャン州

第１特別区

シャン州

第２特別区

シャン州

第３特別区

シャン州

第４特別区

シャン州

第５特別区

シャン州

第６特別区

シャン州

第７特別区

名称（政党名など）

ミャンマー民族民主連

合軍（コーカン人）

ワ州連合軍（ミャン

マー民族連帯党。現、ワ

州連合党）

シャン州軍（シャン州

進歩党）

民族民主連合軍（シャ

ン人とアカ人の武装組

織）

カチン防衛軍（旧、カチ

ン独立機構第４旅団）

パオ民族機構

パラウン州解放軍（パ

ラウン州解放機構）

英語名略称

Myanmar National Democratic Al-

liance Army (Kokang) MNDAA

United Wa State Army (Myanmar

National Solidarity Party, currently

United Wa State Party) UWSA

Shan State Army (Shan State

Progress Party) SSA

National Democratic Alliance

Army (Shan/Akha Armed National

Groups) NDAA

Kachin Defence Army (KIO 4th

Brigade) KDA

Pa-O National Organisation PNO

Palaung State Liberation Army

PSLA

指導者

Phone Kyar Shin

Pao Yuchang & Kyauk

Nyi Lai

Col. Loi Mao

Sai Lin & Lin Ming

Xian

Mahtu Naw

Aung KhamHti

Aik Mone

停戦日

1989 年３月11 日

1989 年５月９日

1989 年９月２日

1989 年６月30 日

1991 年１月13 日

1991 年４月11 日

1991 年４月21 日

出所：箱田徹（BurmaInfo）作成「1989～ 91年に停戦に応じたシャン州内の反政府武装組織一覧」より引用・修正
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２－１－２　コーカン第１特別区内の内紛

　1992 年にコーカン特別区の幹部であるヤンモーリャンが自らの民兵集団と共に蜂起し、ポン

チャーシン勢力を攻撃する内紛が生じた。ポンチャーシン側はいったん敗走し南シャン州（タウ

ンジー）に隠れた。

　1995年ヤンモーリャンはコーカン地区とタンルウィン川をはさんで西側にあたるモンコー地区

に攻め込むが、その際にモンコーの民兵勢力（リーダー：モンサラ）の反攻に遭い捕虜となる。

ヤンモーリャンの留守をついて、ポンチャーシンは自らの民兵を率いてコーカン地区のラオカイ

を制圧。その時点で、ミャンマー政府が介入し三者間を調整した。

　その調整でコーカン地域を３分割し、モンコー地区をモンサラが、ラオカイ地区をポンチャー

シンが、コンジャン地区をヤンモーリャンが統括する提案をした。モンサラ及びポンチャーシン

はそれに合意したが、ヤンモーリャンは提案を了承せず退いた。そこでポンチャーシンがラオカ

イとコンジャンを含めた地域を統括することとなった。ここでコーカン第１特区は、現在のラオ

カイ、コンジャンタウンシップに加えてモンコー地区をも含めた地域を指すこととなった。

　これが第１回目の内紛であるが、ヤンモーリャンがクーデターを起こした背景には麻薬の利権

があるといわれる。

２－２　コーカン特別区と中央政府

　コーカン特別区の事例でミャンマー中央政府との関係について述べる。

　コーカン特別区は少数民族のなかで最初に和平協定が締結されたという点もあり、ミャンマー

政府も重要視している。しかし上述のように1995年ミャンマー政府の調停によってポンチャーシ

ンは復権している。これ以降は特別区内における中央政府の比重は高まっているというのが大方

の見解である。

２－２－１　特別区の自治

　特別区の自治であるが、コーカン特別区では年に数回中央委員会を開催し、そこには地区長、

郷長が集まり中央委員会の年間計画や決定事項等を協議・通達する場がある。中央委員会が地区

長、郷長らの意見を汲み上げ、最終的な決断を下し通達する。この決定については通常ミャン

マー中央政府は異を唱えない（ただし例外もある）。

　司法権・警察権・税徴収は特別区側によって行われる。1999 年に郡平和開発協議会（DPDC）

議長が「死刑判決も特別区が独自に判断して、執行（銃殺）も独自に行う。我々ミャンマー中央

政府は黙って見ているだけである」と述べている。ラオカイや各村々の警察も特別区側が行って

いるが、ミャンマーの警察も特別区に存在しており、特別区住民以外（ミャンマー側から来た住

民）と特別区住民との間のトラブル、麻薬取り締まりについては共同で実施する。
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　また、カ・サ・アと呼ばれるコーカン地域開発委員会も設置されている。委員長がラオカイ司

令官、メンバーにはポンチャーシンらコーカン幹部と中央政府行政官の DPDC チェアマンらが

入っている。この委員会では、中央政府が絡んだ行政・開発事業の協議がなされる。

２－２－２　特別区の行政組織

　中央政府と特別区の二重行政システムが混在している。

　特別区では、コーカン特別区中央委員会が最高決定機関であり、その委員長（主席）がポン

チャーシン。副主席は５人。中央委員会には、外交部、財務部、法務部、軍事部、建設部等の行

政局があり、農業、教育、保健・医療については小委員会が存在する。

　中央委員会の下には、コーカン県（District）及び４地区（Township）、２市（City）が、その下

には郷（Village Tract）、更に村（Village）という区分である。

　ミャンマー中央政府行政は、ラオカイDPDCが存在し、その下に２区（Township）、１準区（Sub-

township）が含まれる。

　行政組織は通常のミャンマー中央政府行政と変わるところはない。ミャンマー警察、一般行政

官に加えて、移民局、保健局、教育局、農業公社、農業機械公社、土地測量局、畜産局等の地方

行政官が DPDC、タウンシップ平和開発評議会（TPDC）に所属している。

　現在中央政府行政組織は、警察、保健（看護師、助産師）、教育（教員）以外は南部のチンシェー

ホーと中心地のラオカイに集中している。中央政府の政策として、段階的にコーカン全土にミャ

ンマー行政サービスを展開していきたいと考えているが、地理的アクセス・コミュニケーション

に問題を抱える現状ではまだ時間が必要である。

　表面上は混在しているようだが、実際には住民はミャンマーの行政に接する機会は極めて少な

いといえる。この問題については、保健・教育の項で述べる。

２－２－３　特別区の歳入

　税の徴収については、特別区側のみが行っている。中央政府側は住民からの徴収は行っていな

い。

　コーカン特別区の歳入には

①　農業生産物税：ケシ栽培時代には１年間のケシ収量の20％の税金（基本的に現金）が徴収

されていた。これは各村々、郷が取りまとめ特別区に納入している。その他農作物（トウモ

ロコシ、陸稲、水稲）については、生産物の 10％の税金をかける。これは現物での徴収もあ

る。2001年度のアヘンの収量は、国連薬物犯罪事務所（UNODC）のMyanmar Opium Survey

Report 2002によるとコーカン地域全体で約148ｔとなるが、その20％となると税収が約700～

900 万ドルあったこととなる。麻薬撲滅でその歳入が失われたこととなる。
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②　インフラ建設税：コーカン地域での公共インフラを建設する際に供出させる税であり、定

期的な歳入とは異なる。

③　国境貿易関税：年間800万元ほどにもなる（※ポンチャーシンへの聞き取りではこの数字

を話したが、これは多すぎるため、取引額全体を指したものではないか）。観光税について

は、中国人観光客もあまり来ないので特にない。

④　ラオカイの遊興施設・商業施設からの税：カジノや商店からの年間約200万元の歳入があ

る。カジノは雇用創出源ともなっている。商店からは営業許可証を発行することで税を徴収

する。

２－２－４　特別区の軍隊と国軍との関係

　特別区の軍隊にミャンマー民族民主同盟軍（MNDAA）がある。最大時には 4,000 人ほどの兵

力を有していた。現在もラオカイはもとより、各村々の警備・警察にはMNDAA兵士があたるこ

とが多い。しかしこの兵力も中央政府の圧力によって削減が進められている。

　1997年からソバプロジェクトの専門家が特別区に入っているが、当初は特別区内にミャンマー

国軍の基地はなく、最前線がタンルウィン川をはさんで南にあたるコンロンであり、そこに宿泊

し、警備の兵士を付け行動していたという。このことからも国軍側もかなり緊張して注意深く行

動をしていたようである。

　1999 年にはラオカイに国軍基地（ラオカイ司令部）が造られ、同時にターシェータン、コン

ジャン、パッセンジョー、ニョクワン、モータイに国軍基地が造られていった。国軍のプレゼン

スは日々高まっている。国軍のほとんどは低地出身のビルマ族であるが、特別区では言葉も習慣

も異なるために当初は些細な摩擦（けんかやいざこざ）が生じやすかった。またビルマ族にはど

うしても少数民族に対する偏見や差別意識が芽生えがちである。そういった摩擦を減らすため諜

報部では諜報部員にコーカン語の訓練をさせるなどしてコミュニケーションの摩擦をなくす努力

を行っている。

　ただしミャンマー政府の努力は認めなくてはならないにしろ、国軍基地施設を建設するため既

に所有者のいる土地、資材（木材や石、砂）、水源をも徴収してしまうことから、住民の間では

国軍の評判はあまり良いとはいえない。ただし、そういった徴収には特別区を通じてクレームを

つけることは可能であるが、時には特別区側も国軍との関係を考慮して強く訴えることができず

泣き寝入りになる場合もある。

　現状から推察すると、将来的にはMNDAAの兵力削減に伴い、国軍化が進められていく傾向に

ある。　
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２－２－５　国境管理

　ミャンマーの国境は、特別区にかかわらず簡単な手続きにより地元住民は国境を越えることが

可能な場所が多い。例えばムセはミャンマー最大の中国との国境貿易港で、中央政府の完全な管

理下にある。そこではミャンマー、中国双方が身分証明書の提示により簡単な越境許可証（数日～

１年間）をその場で発行し、一定地域までは入境することができる。

　コーカン地域の場合には、コーカン人が中国側に出て行く際に、国境では越境料を支払うだ

けで特に証明書を見せる必要がない場合（南傘国境）もあれば、郷事務所が発行した居住証明書

が必要な場合（紅岩国境）もある。いずれにせよ比較的簡単に国境を越えていくことができる。

　逆に中国人がコーカン特別区に入る場合には、国境にて身分証明書を提示し越境料を支払うこ

とで可能となる。長期若しくは複数回出入りを繰り返す場合等は、越境許可証を中国側にて発行

してもらい、それを特別区側で見せ居住許可をもらうことで３か月程度の長期許可が付与され

る。

　特別区における入境管理はコーカン特別区が行っている。中央政府は、特別区とミャンマー側

との境に「ナ・サ・カ」（国境監視団）をホパン（ワ地域との境）、コンロン（タンルウィン川の

特別区対岸）、コリ（コンロン県からラショー県への出口）に設けており、人及び物資の流入の

監視を行っている。

　ちなみに 1996年に中国－ミャンマー－国連（UNODC）間で、麻薬代替作物に関する非課税の

取極めがなされた。これによって麻薬代替作物生産物は中国側に非課税で輸出することができ

る。

２－３　コーカン特別区による麻薬撲滅努力

２－３－１　2000 年までのケシ撲滅

　コーカン特別区は1995年に2000年３月までの麻薬撲滅宣言を出し、1996年にロンタン村にて

最初のケシ撲滅デモンストレーションを実施した。そこを皮切りに、主要な場所、幹線道路沿い

から段階的に徐々にケシ撲滅を進めていった。

　1997年に氏原専門家がラオカイを訪問した際には、パッセンジョーの低地（標高1,000ｍ前後）

でもケシ栽培が幹線道路沿いから見ることができたという。1999年にはいったんケシ撲滅宣言が

出され、特別区では「麻薬撲滅委員会（委員長：ポンチャーフー副主席）」が形成され各地域を

監視して回った。麻薬撲滅のためにケシ栽培前、栽培期間中に区レベル、郷レベル、村レベルで

の集会を開きケシ栽培の禁止を通達した。

　また、ケシ代替作物として、サトウキビ、ソバ等を導入し普及に努めた。2000年３月までのケ

シ撲滅宣言を出し主要地ではケシ撲滅に成功したものの、監視の目がいきわたりにくい山間地や

特別区北部地域ではケシ撲滅に失敗した。
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２－３－２　2000 年のリバウンド

　2000年３月までのケシ撲滅は失敗したが、ケシ撲滅に協力した農民の多くは「ケシ栽培を抜け

駆けで行った農家が儲け、指示に従った我々は馬鹿を見た」と反発し、引き続き特別区中央委員

会がケシ撲滅努力を行っているにもかかわらず 2000 年の８月には各地で大々的にケシ栽培が行

われ、通常よりも栽培面積が増えたといわれる。その後 2001 年もケシ栽培はなし崩し的に実施

された。

２－３－３　2003 年３月までのケシ撲滅

　ポンチャーシンと中央政府との協議で、当初、中央政府は 2005 年までの麻薬撲滅宣言を引き

出そうとしたが、ポンチャーシンは「コーカン地域は戦闘に明け暮れていたが 1989 年和平協定

を締結したことでやっと平和状態を得ることができた。しかし麻薬がある限りこの地域には外部

からの支援も投資もなく、発展は見込めない。コーカン地域の早期発展のためには麻薬撲滅が必

要である」という考えを示し、ポンチャーシン自ら前倒しの 2003 年３月までの麻薬撲滅宣言を

行った。

　特別区中央委員会並びに中央政府は共同で、麻薬撲滅モニタリンググループを形成し、農民に

対する麻薬製造・密輸・販売の禁止とケシ栽培禁止について徹底的に指導を行った。同時に農民

に対してケシ種子・所有するアヘンの提出を求めた。

　栽培前及び栽培期間中、MNDAAとミャンマー国軍によるモニタリンググループは各村々の全

戸を捜索しケシ種子・アヘン・栽培の兆候がない家には証明書を発行した。ケシ種子が発見され

た場合には２週間ほどの懲役、ケシを栽培しようとした場合には３か月の懲役という厳しい罰則

を設け実施した。

　その徹底的な法的統制によって、コーカン地域におけるケシ栽培がほぼ消滅し、その状態が

2004 年３月まで維持されている。

２－３－４　農民支援の課題

　コーカン地域の平均的農民は、ケシだけを栽培しているわけでなく、ケシと共にトウモロコ

シ、陸稲、水稲等を栽培してきた。それら作物による自給状況をみると、年間６か月分の食糧を

自給しているにすぎない。ケシが栽培されているコーカン山間地域では、ケシの代替としてすぐ

に自給用作物、換金作物を導入して成功する可能性は低い。ケシ撲滅後の農民の窮状については

既に上述されているので重複を避ける。

　コーカン特別区のポンチャーシンをはじめ、幹部らは口を揃えて「コーカン地域の麻薬撲滅は

これからがスタートである。この麻薬撲滅の状況を一時的なものでなく長く維持することに大変

な努力が必要となる」と述べる。実際、タイの事例をみても、1970年のアヘン生産量が900ｔ程
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度であったが、そのケシ栽培を撲滅するには 30 年間を費やしている。山間地住民への法的統制

だけでは、農民は移動して隠れるように栽培するいたちごっことなってしまう。農民がケシに依

存せず生活できる代替開発の支援が求められている。

２－４　コーカン特別区における代替開発の現状（農業以外）

　コーカン特別区の主幹産業は農業であるが、農業については第Ⅲ部で触れられているために重

複しない。ここでは、他の比較的規模の大きな産業について他の特区と比較しながら述べていく。

２－４－１　観光業

　シャン州でも第４特別区は1998年に麻薬撲滅宣言を出したが、その代替開発としてマインラー

の観光業に力を入れて成功している。中国雲南省でも観光地であるシーサンパンナの景洪から車

で３～４時間であることから、カジノなどの遊興施設を造り中国からの観光客を誘致している。

　コーカン特別区でもラオカイ、チンシェーホーにおいて 1998 年からカジノ産業が中国の投資

家との合弁等によって発達し、最盛期で 20 か所以上のカジノが開設された。客の多くは中国人

である。

　このカジノ等の遊興費収入は特別区の大きな財源となっているが、麻薬ビジネスが消滅しつつ

あり、雲南省側の大都市から遠いという地理的な不便さもあってカジノに来る中国人も大きく

減ってきた。

２－４－２　鉱工業

　第２特別区ではロンタンのように麻薬代替産業としての鉱工業（スズ・亜鉛）が発達している

場所もある。ワ地域中央委員会によって出資され、現在は中国人の労働者がほとんどを占めるも

のの、将来的な雇用創出の場を提供する可能性は大きい。

　コーカン特別区の場合には、大規模な鉱脈は特に発見されておらず、ほとんど発達していない

といえる。あえていうなら、一部投資家がタンルウィン川での砂金を汲み取っている程度であ

る。

２－４－３　タバコ産業

　第２特区ではタバコ工場を造り現地住民を雇用して「Golden Triangle」のブランドでタバコ生

産をしている。

　コーカン特別区においてもタバコ栽培を普及して４つのタバコ工場を造った。生産技術は中国

人技術者を雇用し、機械も中国から輸入した。タバコ生産ラインは確立したが、中国側では品質

競争が激しく（一定品質を満たしたものしか売れない）、ミャンマー側へは国境管理規制が強い
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ために流通が困難で、最終的に４工場は閉鎖された。

２－４－４　茶産業

　茶産業については、第２特区のマンモウの茶園が有名である。そこでは中国の技術者が台湾か

ら茶苗木を輸入し、生産から加工までを一貫して行う。茶は緑茶とウーロン茶がある。

　コーカン特別区では古くから茶が栽培されてきており「果敢茶」として名が知られる。組織的

な生産－販売体系があるわけでなく、ターシェータン、チャージェーシュー、コンジャンにて生

産された茶はマーケット日に個々の農民から仲介人が買い付け、ラオカイで荷物をまとめてラ

ショー、マンダレー、ヤンゴンへ輸送され包装されたのちに販売されている。茶葉の収穫から発

酵、乾燥、調整まで農民個々が手作業で行っており生産・品質管理の面からも効率が良いとはい

えない。

　さらにミャンマー側への輸送では、国境管理規制によって流通が困難で販売も難しい状況で

は、特別区だけでなく中央政府、第三者も絡めた組織的な流通システムを構築しないことには発

展は難しい。

　以上のように、農業以外の産業が未発達であり、今後も産業発達の土壌が未整備であるなか、

急速な代替開発への転換は難しい。
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第３章　コーカン特別区における問題点

　中央政府にとって、コーカン特別区は最初の和平協定を締結した記念すべき場所であり、中央

政府の出す過去の声明からもコーカン地域の開発を特別に重要視していることがうかがえる。し

かし特別区が置かれている状況は厳しい。ここでは他の特別区と比較してコーカン特別区が置か

れている問題点について述べる。

（1）コーカン民族の特殊性

　ミャンマー側（ビルマ側）にとって過去の国民党やビルマ共産党の介入、さらに華僑による

経済的支配が強まっていることから中国人に対する偏見なども見られる。しかしコーカン民族

は中国系住民（明の時代に移住してきたという）でありながらも、ミャンマー政府の定める

135 民族に入っており、1982 年に制定された市民法（中国人移民等に対する権利の制限）によ

る不利益を受けることはないのが建前である。

　しかしコーカン特別区住民のほとんどは、まだ国民登録が終わっていない。国民登録なしに

IDカードの発行を受けることはできず、自由に特別区からミャンマー側に出て行くことはでき

ない。例えばケシ撲滅後に他の地域で仕事を探そうとしても、特別区以外に出て行くことはで

きない。

　中央政府の説明によると、現在特別区には合法・非合法に居住している中国籍住民を多数抱

えている。中央政府が国民登録を進めるうえで、中国籍住民と本来のコーカン族とを区別する

ことが困難であるために躊躇しているという。

（2）国境管理統制強化による隔絶

　中央政府にとって、特別区からの非合法物資（麻薬、密輸品）、非合法中国移民の流入は大

きな問題である。従来は移民局・税関の管轄であった国境統制をキンニュン首相が直接監督す

る「ナ・サ・カ」（国境監視隊）へと変更した。

（※「ナ・サ・カ」は 2003 年１月に格上げされ、「ナ・サ・ヤ」（国境地域監視軍）となり権

限も大きくなった。）

　しかし国境管理体制が強化されることにより、特別区からの合法的物資や人の輸送も困難に

なってきており、経済的影響を与えている。

　このことからもミャンマー中央政府は、中国からの物資及び非合法移民流入をかなり警戒

し、国境管理を強化しようとしていることがうかがえる。
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（3）言語的隔離

　コーカン特別区はミャンマーに属しながらも、ビルマ語はほとんど使われずコーカン語（中

国語）が使われる。特別区中央委員会においても、公用語は中国語で、内部書類も中国語で配

布される。

　ビルマ語との言語的隔離状態にある地域は、ミャンマーの中でもコーカン特別区以外は第２特

区ぐらいである。第２特区の方は、中国語だけでなくシャン語も通じることが多く比較的外部

とのコミュニケーションはとりやすい。コーカン特別区はかなり特殊であるといえる。

（4）中国への依存度

　コーカン特別区は情報や技術についての多くを中国に依存している。インフラ建設や農業技

術、教育、保健・医療についても中国から技術者を雇って連れて来る。言語的な隔絶が生み出

しているところもあるが、コーカン特別区にはミャンマーの技術レベルに対する不信感が根強

く残っている。

　また実際にラオカイやターシェータン、チンシェーホーの電気、ラオカイ南傘国境付近の水

道は中国から引いてそれを買っている状態である。必要な物資のほとんど、食糧（コメ、野菜）

までも中国側から運ばれてきているものを購入する例が多い。経済的にも中国の影響を受けや

すい。ちなみに通貨もミャンマーチャットでなく、中国人民元が一般的に流通している。
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第４章　まとめ

　これまで述べてきたことをまとめると、以下の４点になる。

４－１　ケシ撲滅

　近隣諸国並びに欧米諸国の圧力もあり、1996年からの急激な法的統制によって麻薬撲滅が進め

られている。特にコーカン特別区はポンチャーシンのリーダーシップによってほぼ完全なケシ栽

培撲滅が進められようとしている。コーカン特別区の撲滅事例は、隣の第２特別区ワ地域への影

響も見逃せない。ワ地域は2005年までの麻薬撲滅宣言を出したが、コーカン特別区の麻薬撲滅状

況と中央政府を含めた外部からの支援がどの程度得られるのかを見守っている。実際にパッセン

ジョー区長によれば、ワ地域の幹部が時々訪問しては麻薬撲滅状況と外部支援について聞いてく

るという。

　シャン州の特別区の中では第４特別区を除いて他の特別区はいまだに麻薬生産を続けている。

コーカン特別区は特別区側からの主導によってケシ完全撲滅が進んでいることは大きな点である。

コーカン特別区の成否が他の地域に影響を与えることは間違いない。

　一方で、ケシ撲滅は農民にとって大きな影響を与えている。過去農民はケシの収入に依存して

生計を立ててきたが、急激な撲滅が農民の収入、雇用機会を奪い、さらにコーカン地域の経済活

性を急激に落とした。2003年から農民は深刻な食糧不足となり、その影響もあって感染病発生事

例もあり多くの人が命を落としている。人道的観点からも何らかの支援が求められている。

　農民のみならず、上述のようにコーカン特別区自身の歳入もケシ収入に大きく依存してきた。

これまでは特別区自身がインフラ整備、行政サービスの提供や経済への投資を行い地域へ還元し

てきた。しかし特別区の歳入も激減していることが予想されることから、今後しばらくは自助努

力というわけにはいかなくなる。特別区自身、2003年及び2004年の農民の窮状を目の当たりに

し徴税を見合わせているという。

　このままでは山間地の生活体系は崩壊し、行き場を失った農民はまさにケシ難民として流出す

る可能性も大いに考えられる。

　また、ケシ撲滅はできても、麻薬撲滅という点では難しい問題もある。特別区側の主張によれ

ば、中国から麻薬製造マフィアが入り込み、合成麻薬（覚せい剤等）を製造し密売しているとい

う。これらの合成麻薬への移行も大きな問題となりつつある。

４－２　民兵による統制からミャンマー国軍による統制へ

　国境地帯は近代様々な外部介入を受けたことから、武装した民兵組織が発達している。最大の

勢力は第２特別区のワ軍である。第２特別区は、いまだにミャンマー国軍が入っていくことはで
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きない。国軍関係者が入る際には携帯している武器（ピストル等）をすべて入境地の検問所に預

けなくてはいけない。

　ただこれは特殊な例であり、他の特別区ではしだいにミャンマー国軍のプレゼンスは高まって

きている。上述のようにコーカン特別区では国軍の進出が見られ、少数民族による完全自治体制

から国軍による統制へとシフトしている。

　しかしミャンマー国軍は、少数民族に対する偏見や差別意識をもっていることも多い。また生

活文化の違いから様々な摩擦も生じやすい。場合によっては国軍による抑圧にまで発展するケー

スも見られる。

　国軍のプレゼンスが高まるとともに少数民族の兵力削減が生じてきており、少数民族側がこれ

まで武力によって中央政府に示していた圧力が弱まってくるとともに、発言力も低下していく傾

向にある。

４－３　急激なミャンマー化

　ミャンマーの国民統一を進めるために、特別区へのミャンマー行政組織の整備が急激に進んで

いる。

　シャン州の特別区の中でも、第２特別区以外では教育、保健、農業分野、インフラ整備におい

てミャンマー中央政府の行政サービスが進みつつある。これは本来ミャンマー国民としての権利

を享受するうえでは歓迎すべきことなのかもしれない。

　コーカン特別区を例にとれば、言葉のギャップが行政サービスを受ける（引き出す）うえでの

大きな障害になっている。中央政府の方針は「基本的に中国学校や中国人の民間医療施設への支

援は行わない」である。したがって行政サービス機関を展開していっても、コーカン特別区の利

用者がいない等の問題が生じてくる。中央政府はまた国境少数民族地域への特別な配慮として、

開発予算の特別枠を設けている。しかしそれら予算も、ミャンマー中央政府の行政システム、人

材育成が整備されていないこと、またコミュニケーションギャップから少数民族側のニーズを的

確に拾い上げているとはいい難いところもある。

　ミャンマーの真の意味での国民統合を進めるうえでも、ミャンマー化せざるを得ない部分はあ

る。しかし、体制が整わないうちの急激なミャンマー化が進むことには懸念が残る。ミャンマー

中央政府に対して少数民族側の不信感も拭い去れないことから、行政サービスを享受する積極的

姿勢を弱めているところがある。少数民族側、中央政府側双方の歩み寄りが必要であるが、こう

いった不信感を拭い去るのは少数民族と中央政府だけでなく、第三者が触媒の役割を果たすこと

も必要と思われる。
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４－４　国境管理強化

　国境は少数民族武装勢力によって支配されていたため、これまでミャンマー中央政府が統制で

きなかったが、中央政府は少数民族との和解が進むなかで、国境の管理体制を強化しようとして

いる。しかし特別区が監督する国境は直ちに中央政府が直接統括することはできないため、特別

区とミャンマー側の境界を厳しく管理する傾向にある。

　そのひとつが上述のナ・サ・ヤ（国境地域監視軍）の発足である。ナ・サ・ヤによって国境か

ら内陸への道路監視、物資規制、外国人流入者の監督を行っている。

　その結果、コーカン並びに第２特別区が孤立化する傾向がみられる。特別区内で生産された物

資もナ・サ・ヤによって厳しく検問を受けることで物資の輸送が困難になることから、ケシ代替

の生産物でさえミャンマー側へ販売することが難しくなっている。また両特別区はこれまでミャ

ンマー行政が整備されていないおかげで、多くの住民は国民登録が終わっていないことから、住

民が自由に移動することもできない。

　国境の整備は今後の特別区行政にとって重要な問題であるが、これらの物資の輸送、住民の移

動規制は特別区内の経済的発展を大きく妨げている一面がある。
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第１章　ソバプロジェクトの評価と評価結果を踏まえた

今後の実施計画（案）

　ソバプロジェクトはケシ栽培が盛んであったコーカン特別区及び周辺地域（チャウメ、ムセ、

クッカイ）において、ケシの代替作物として日本産ソバ品種を導入することを目的として実施さ

れた。

　約５年間にわたる協力の結果、周辺地域においては、住民組織を通じたソバ栽培技術の定着な

どの成果が見られ、代替作物としてのソバはおおむね定着したと評価できる。コーカン特別区に

おいては、2003年にケシ栽培撲滅に成功し、ソバ栽培もある程度定着し、一定の収入補助として

効果をあげている。しかしながら、ケシ栽培撲滅による住民の家計への影響は大きく、現在はソ

バ栽培によって得られる収入のみでは住民の生活を支えることが困難であることが確認された。

また、換金作物としてのソバ市場が必ずしも十分に開拓されていないことや道路が十分整備され

ておらずアクセスが困難なため、現地における集荷をはじめとする一連のソバ栽培のオペレー

ションに支障を来しているといった課題が残されている。

　これまでの協力を通じて代替作物としての一定の適性が確認されたソバがコーカン特別区に定

着するか否かを、播種から集荷、流通・販売までの一連の流れに関する実証調査・技術指導・試

験を通じ、確認するまでの間は、ソバに対する支援を継続することが必要である。

　したがって、これまでの協力の経験及び今回の調査を通じて確認された課題を踏まえて、今後

のソバプロジェクトの活動内容及び実施手法を見直す必要がある。
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第２章　コーカン特別区麻薬対策・貧困削減プログラム

　コーカン特別区においては、住民が少なくとも自立的に生活していける方途が見つけられるこ

とを目標として、ソバのみならず、他のケシ代替作物普及も含めた農業開発、基礎インフラ整備、

Basic Human Needs（教育、保健）の充足等、地域住民の生活を安定させるための包括的な支援

を行う必要がある。

　この支援を実施するうえでの基本的考え方は、住民が毎年確実に生活の改善を実感できるアプ

ローチをとること、日本側の支援が終了したあと、ミャンマー政府、コーカン特別区、コーカン

特別区住民がそれぞれ必要な役割を果たして、自立的・継続的に地域の開発を行っていくことの

できる方策をとることである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２－１　ソバプロジェクトの評価及び評価結果を踏まえた今後の実施計画（案）

２－１－１　調査結果・課題

（1）コーカン特別区及び周辺地区において、日本産ソバ品種の栽培技術が一定程度普及した。

（2）特に周辺地区（チャウメ、ムセ、クッカイ）においては、栽培技術の定着や住民組織によ

る栽培、集荷等の管理において発展がみられた。

（3）コーカン特別区においては、栽培技術の普及や品質管理などの技術が十分移転されておら

ず、自立的にソバ栽培を行うには至っていない。

（4）ソバは政府による買取制度及び市場の確保が前提となるものの、ケシ代替換金作物として

適当であることが確認された。

（5）ソバの栽培時期はケシ栽培時期と重なるうえ、栽培期間が短いことからキャッチクロップ

としても活用でき比較優位性がある。

（6）ソバを代替換金作物として栽培し続けるためには加工品の開発、市場の拡大等の課題が残

されている。

２－１－２　実施戦略

（1）３年間をコーカン特別区におけるソバ栽培定着のトライアル期間と位置づけ、播種から集

荷、流通・販売までの一連の流れに関する実証調査、試験を実施し、ソバ栽培がコーカン特
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別区に定着する可能性を確認する。

（2）プロジェクト対象地域については農業環境及び地理的条件に基づき、ソバ栽培の規模及び

地域を再検討する。

２－１－３　実施手法

（1）実施主体

　実施主体はミャンマー及びコーカン特別区側とする。日本側は、今後、ミャンマー及び

コーカン特別区側が自主的に事業を展開できるように支援する。

（2）C ／ P

（3）関係機関

国境地域民族開発省〔国境省国境地域民族開発局（Natala）〕 ：プロジェクト実施主体

ミャンマー農業公社（MAS） ：技術的サポート

コーカン特別区 ：プロジェクト共同実施主体

コーカン特別区農民 ：ソバ栽培主体

（4）対象地域

1） モデル地区（ロンタン、ターシェータン）

　ソバ栽培技術の普及を図るために、集中的に研修を行う地区を選定して、パイロット

地域の農民代表を招へいして、実証的に研修を行う。

2） パイロット地域（その他のコーカン地域）

　モデル地区で行った研修の成果を生かし、農民代表が自らの土地に戻って実際にソバ

栽培を行う地域。

3） モニタリング地域（チャウメ、ムセ、クッカイ）

　住民が主体的に実施し、モデル及びパイロット地域の自立発展の可能性を検証するた

めに、C ／ P が日本側の支援を受けてモニタリングを実施する。

4） 調査開発・研修機関

　作付計画の検討及び当該地域の農業技術者の育成のために、MASナリ農場を用いて調

査研究及び研修を行う。また、コーカン側施設（代替作物展示圃場等）との連携を行う。
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２－１－４　活動内容

（1）栽培計画の策定

　毎年度の作付面積、作付場所等について、国境省及びコーカン特別区が適切な計画を策定

できるよう技術支援を行う。

（2）栽培・種子品質管理

　肥料による高収量の栽培を目的とした技術の定着を図る。農民代表がモデル地区及びMAS

ナリ農場での研修栽培を通じて、栽培及び種子品質管理について技術を習得する。農民代表

は、それぞれの村に帰って、他の農民への技術移転を行うとともに、栽培の拡充に関する中

心的な役割を担ってもらうことを意図する。農民代表が村に帰って技術移転を行う際には、

自給作物との理想的な作付計画の検討を行う。また、モデル地区での研修の一環として、収

穫後種子の取り扱い（種子調整、貯蔵）に関する技術の定着を図る。

（3）集荷・種子品質管理

　集荷及び集荷後の選別技術、品質管理技術に関する指導を行う。その際には日本向け輸出

の品質を確保するために必要な手法について習得する。

（4）消費・加工

①　コーカン特別区及び周辺地域内消費の拡大

　主食代替としてのソバのコーカン特別区及び周辺地域内消費の拡大を検討する。

②　ミャンマー国内外市場開拓

　ソバ粉、焼酎、麺、菓子などのソバ加工品について、ミャンマー国内の有望な工場に

試験的に製造させ、国内外市場開拓の可能性を探る。

（5）流通・販売（輸出を含む）

　（4）で検討した加工品の海外、国内市場での流通、販売のためにとるべき方策を検討す

る。消費者の嗜好、広告・宣伝、ミャンマー政府がとり得る措置（優遇措置、行政指導など）

等を実証的に検討して、市場を確保するための最大限の方策を検討する。

（6）インフラ整備

　実験圃場や研修施設などソバ栽培、加工等に関する技術の普及に必要なインフラを整備す

る。
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２－２　コーカン特別区麻薬対策・貧困削減プログラム

２－２－１　調査結果

（1）ケシ栽培撲滅後、著しく現金収入が減少したために基本的な生活を維持できない貧困層

が増加している。

（2）ソバは換金性のある代替作物として一定の役割を果たすものの、急激に環境が変化した

ためにソバによる収入のみでは従前の生活を維持できておらず、貧困層では 2004 年雨期

（５～６月）を前に食糧不足が既に深刻となっている。

（3）開発の基本となる道路、給水等の基本インフラが整備されていない。

（4）住民の多くが基礎教育を受けておらず、またケシ栽培撲滅後、就学児童数の減少、学校

の閉鎖が見られる。

（5）栄養・衛生状態の悪化に起因すると考えられる疾病が増加している（マラリアによる大

量死など）。

２－２－２　プログラム案

　現時点で想定されるプログラムの内容は以下のとおりである。各々の活動内容、規模、実施手

法等の詳細については、今後派遣される第２次プロジェクト形成調査団において検討する。

（1）ケシ栽培撲滅後の新たな農業生産体系の構築

1） まずは主食となる主要作物及び換金作物を可及的速やかに一定の単位面積収量があが

るような形で作付けがなされることを目的に、栽培物を特定し、標高の異なるソバプロ

ジェクトのモデル地域及び実験圃場において試験栽培を開始する。

2） MAS とコーカン特区から成る普及チームを設立し、モデル地域と実験圃場において農

民代表への研修を実施する。

3） 調査研究及び研修に必要な施設は、ミャンマー側の協力を得て基本的には既存の施設

を活用するが、新設ないし増設が必要なものは日本側での対応を検討する。

（2）インフラ整備

1） 当該地域の開発にあたり最も喫緊に整備が必要なインフラは、道路と給水施設（生活

用水及び農業用水）である。
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2） 道路については、我が国無償資金協力で一部を支援したラオカイ－コンジャン間の道

路の完工が喫緊の課題であるので、未整備である残り 62km の早期完成を図る必要があ

る。

3） これらのインフラ整備を行い、将来のプログラム形成と効率的実施のためには、最新

の基本的地形図が必要となる。また、開発基本データ（農業、水産業、林業、畜産、社会

施設、土壌、住民社会データ等）も把握しておく必要がある。

4） モデル地域での活動及びその後のパイロット地域での普及活動において、必要な施設

がある場合は、関連施設として試験的に住民参加又は対象地域の協力を得て建設し、他の

地域への普及を図る方策とする。

（3）教育（公教育及びノンフォーマル教育）

　就学率及び識字率いずれをとっても極めて低く、基本的人権としての「すべての人に教育

を（Education for All）」理念を追求する努力をすべきである。教育の普及を通じて、コーカ

ン特別区住民がミャンマーの基本的な公共サービスを享受できるようになることを目的とし

て、次のような支援を行う。これらの支援は教育省の協力を得て実施する。

1） 就学率を向上させるために、教員派遣、カリキュラム・教材開発、学校建設等の教

育支援を行う。

2） 子どもが登校するインセンティブが働く方策を検討するとともに、地域住民による

学校運営を行える方策（地元出身者の教員養成等）も検討する。

3） 学校には、コミュニティーセンターの機能を付加し、住民全体の知識、社会参加を

促すプログラムとする。

コミュニティセンター機能：

未就学児の識字教育、成人に対する識字教育（母語、コーカン語、ミャンマー語）、

保健教育〔栄養学、調理（ソバを含む）〕、縫製等の簡単な職業訓練

（4）保健医療

1） 緊急的措置としてのマラリア対策、予防接種などの対策についても検討する。

2） 栄養・衛生状態の劣悪さによる疾病の減少をめざし、栄養・衛生改善、保健医療サー

ビスの拡充を図る。

3） 郷、村への病院・保健所の設置、既存施設の機能を強化する。なお、アクセスの困難

さを想定して移動クリニックの導入も検討する。

4） コミュニティーセンター等を通じた保健・衛生教育、栄養教育などの教育を実施する。

5） これらの支援は保健省からの協力を得て実施する。
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第３章　本件実施にあたっての留意事項

３－１　三者による合同調整委員会の設置

　本プログラムを効果的・効率的に実施するためには、これまで以上にミャンマー政府並びに

コーカン特別区及びその住民の協力が必要不可欠である。この地域の開発はミャンマー政府、

コーカン特別区の協力関係をより一層強化することが事業成功の前提条件となる。そのために双

方の役割を調整する枠組みや様々な決定事項に関する透明性の高さが求められるので、ミャン

マー政府、コーカン特別区及び日本側という三者の意見を調整する機能を有した委員会を設置す

ることが望ましい。また、現場レベルにおいても、三者が合同でチームを組み事業を実施してい

く枠組みづくりが重要である。

３－２　プログラムの自立発展性に配慮した協力体制・内容の検討

　日本側がこの地域の支援を終了させたあとのミャンマー及びコーカン特別区側での持続的な実

施を当初から計画していく必要がある。このため、地域住民の育成強化はもちろんのこと、コー

カン特別区の人材育成、組織制度・機能の強化を行うことも中長期的な視点から重要であり、

コーカン特別区の人材をプログラムに積極的に参加させるシステムとする。

３－３　ソバプロジェクトの取り扱い

　ソバプロジェクトについては、今後３年間で一定の区切りをつけ、自立発展の可能性が確認さ

れる場合は、包括的なプログラムの農業分野の１コンポーネントとなることが見込まれる。なお、

今後３年間については、ミャンマー政府としての財政的・組織的な負担は、これまでと同様のも

のとなる可能性がある。
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